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研究ノート
アメリカの安全保障法学の体系―安全保障法学構築のための予備的考察
富
　
井
　
幸
　
雄
　　　　　
「安全保障法ほどわれわれ人民と共和国の安寧に致命的である法学分野はない」
）（
（
一
　
はじめに
立憲主義の目的が主権国家の独立と維持にある以上、憲法には立憲主義を防禦するためのメカニズムが組み込ま
れている。憲法保障であり、主に違憲審査制が語られ、事実上の保障として国家緊急権や抵抗権、さらに国防にも論及される。
）（
（
民主主義機構の目的が国民の生命と財産を守り、
法の支配を原理とする
立憲秩序を
維持す
ることに
あるから、そのための 体系も確立していなければならない。憲法保障には国家の安全保障が前提的に包含 れることになる。
これを法的に認識するのにわが国は未熟である。
）（
（
安全保障は、その意義は法的に明確ではなく、定義規定もな
二八六
い。しかし、実定法概念としてすでに存在し、
）（
（
政治をはじめ人口に膾炙している。政権にある自民党は国家安全
保障基本法の制定を構想している。
）（
（
一方、安全保障法学という分野はわが国にはない。立憲主義の根本は人権保
障にあり、立憲国家の独立と秩序の維持が前提になることに鑑みれば、安全保障は政治のみならず公法学の関心とならなければならない。
わが国に安全保障法学が必要なのは以下の四点にあると考える。第一に、安全保障は国家枢要の責務であるだけ
でなく、日本国民の生活に身近となっている。
）（
（
社会生活でも、北朝鮮の核開発やミサイル問題、中国の領海侵犯
事案等のマクロレベルから 空港での手荷物や身体検査、銀行口座の開設でのテロリストと無関係であることの証明、監視カメラなどといったミクロレベルまで、安全保障を無視することはできなくなっている。
第二に、そうした状況とあいまって、安全保障という公益を実現するための立法が多く制定されるようになり、
自衛隊法や警察法といった古典的な立法に加えて、安全保障に関する様々な立法が増えてきている。これらは一般に行政法としてくくられようが、
）（
（
刑事法や条約、国際法にまでまたがるものとなっている。
第三に、安全保障は人権保障と緊張関係に立ち、いずれも立憲的価値を有するとすれば、これをどう調整するか
がきちんと議論されなければなら い。安全保障 名の下
では
とかく人権はおろそかにされやすい。
）（
（
人権保障は
公法学の責務である。安全保障を基軸とし 人権保障を に議論する必要があ
第四に、日本国憲法上、安全保障はどこがいかなる権限を持つのか、いかなる責任 持つのか、さらに統制は
うなされるのかといった問題を明確にしておかなければなら い。なるほど 現憲 には安全保障を意識した規定があろうかは、議論を呼ぶ。たしかに、国家緊急事態や軍事についての明文 規 は存在 な 。しかし、そのことは日本国憲法がこれら ことを無視していることを意味 ない。安全保障が立憲国家に当然の責務とされる以上、
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安全保障の政策の形成そしてその実施の機関、その統制といったメカニズムはまずは憲法的に明らかにされなければなるまい。
日本国憲法には国防とか安全保障の語はない。すべからく行政権は憲法に根拠を持たなければならないから、か
かる権限や事務は否定されているとみる向きもあろう。しかし、こうした権限は統治権に包含されているものであり、歴史経験的に執行権（
Executive ）のそれといえる（六五条） 。ただそうした権限が執行権（内閣）に属すると
いっても、その行使 は立法が要請され、そこに安全保障法 必要性をみるこ になる。
学問分野となる以上、その意義や目的、なによりもそれがカバー る法体系、そして原理を明確にしなければな
らない。学問として体系化するに 整序 た論点が確立している必要がある。公法つまり、憲法や行政法、国際法、さらに刑法は、そも も安全保障を価値原理として り っ 。安全保障が 的価値のあ もの、あるいは公共財だとするなら これを基軸に法体系を構築する試み なされなければならない
そのとっかかりとして、すでにかかる分野を構築し発展させているアメリカの安全保障 学をスケッチすること
は、前提作業として有意義である。
）（
（
アメリカで安全保障法学がどのような背景から生成してきたのか、 れはいか
なるものでいかなる論点があ のか。本稿でその概観を試みる。まず、アメリカでの安全保障法（
N
ationalSecuri-
tyLaw
）の歴史を見る。これが比較的新しい分野であることがわかる。次に安全保障法とは何か、何を議論するの
かをみる。憲法や刑法さらに国際法 総合的にコミットする 分野であるこ を て取ることになろう。
二八八
二
　
アメリカにおける安全保障法学の展開
（１）起源と流布
アメリカの法科大学院で安全保障法の講座を初めて持ったのは、ヴァージニア大学の
JohnN
or
ム
　　
ー
　　
ア
tonM
oore
である。
一九六九年のことであり、その後一九八一年に、同大学には安全保障法センター（
CenterforN
ationalSecurityLaw
（
CN
SL ） ）が世界初の無党派の（
non-partisan ）安全保障法研究のシンクタンクとして設立され、以後今日に至るま
で草分けとしての名を襲っている。
）（（
（
安全保障法学の発端はどのようなのか。シリマンによれば、
）（（
（
もともと軍法に関連してセミナーで安全保障がふれ
られることがあるが、軍法は対象が統一軍事法典（
U
niform
CodeofM
ilitaryJustice ）で特別刑法でもあることから、
独立した分野になりやすく、今から半世紀以上も前にノースカロライナ大学で最初に講じられる。その後デューク大学法科大学院
R
obinsonO
エ
　ヴ
　ァ
　レ
　ッ
　ト
.Everett がこれを教授した。この時の学生であったムーアがヴァージニアで「法と安全
保障」という科目を教えるようになり、一九八一年には
CN
SL
を作る。
デューク
も、
エヴァレット
がその一二年後
に安全保障法センター 創設する。アメリカの安全保障法学はこ 二つの機関が牽引していくことになる。
現在、全米の法科大学院のほぼどこにでも安全保障法の講座が開かれており、また安全保障法センターもいくつ
かの法科大学院に附置されてい 。
）（（
（
一九六二年、
A
BA
（アメリカ法曹協会）に「安全保障と法に関する常任委員
会（
A
BA
StandingCom
m
itteeonLaw
andN
ationalSecurity ） 」が設けられた。当時冷戦下にあって、共産主義拡大
を恐れてわずかに安全 法講座があるにすぎ かったが やがてヴァージニア、そしてデュークが国際法や憲法
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の発展科目として設け、ベトナム戦争さらに
FBI （連邦捜査局）や
CIA
（中央諜報局）の腐敗などからセミナー等
が設けられ、以後、安全保障法のテキストが出されてからは、百以上もの法科大学院で安全保障法の講座が置かれる
ようになった。
）（（
（
若き安全保障法学者
V ヴラデックladeck
は、この法分野がなければ自分が法学教授として任用されること
はかったであろうとまで述べ いる。
）（（
（
安全保障法は法学の一分野として確立し、学者団も形成され、実務にも影
響を与え、また法学教育の一科目としてメジャーになっている。（２）法律家団体での発展
常設されたこの
A
BA
の安全保障法委員会は、もともと「対共産主義教育常任委員会（
StandingCom
m
itteeon
EducationA
gainstCom
m
unism
） 」だったのが、後に最高裁判事となる
Lew
is
パ
　ウ
　ウ
　ェ
　ル
Pow
ell の肝煎で、一九六二年に安全保
障法委員会になる。
）（（
（
初代委員長は
M
orrisL
リ
　ー
　ブ
　マ
　ン
eibm
an
であり、
CN
SL
のムー ア（一九八二
-
八六）や
R
.
Tu
タ
　ー
　ナ
　ー
rner （八九
-
九二）も委員長を務めている。
この委員会は、党派によらずに主要な安全保障法上の論点を分析する目的で発足した。
）（（
（
そのカバーする範囲はし
だいに拡大していくこととなる。八六年から八九年まで委員長を務めたフリードマンは、主要な成果として以下のことをあげている。
）（（
（
冷戦期での米ソ相克での法の支配の概念化、安全保障の法的パラダイムの概念化、国際テロ
リズムのパラダイムの概念化、法科大学院での安全保障法の教授の促進と関与、安全保障法実務家の組織的輩出、委員会のメンバーが著した安全保障 テキストを使用する法科大学院生に安全保障法でのキャリアを動機付けさせること、国家安全保障機関で 主幹の任務を担う安全保障法実務家の支援、サイバー安全保障やその法的次元について、公衆 政策形成者、法曹に警告を発すること、である。
二九〇
二〇〇五年には安全保障法政策雑誌（
JournalofN
ationalSecurityLaw
&
Policy ）が
Stephe
ダ
　イ
　ク
　ス
nD
ycus （
ヴァーモン
ト大学）らによって発刊している。その背景には、特に九・一一を契機に安全保障が大きな国内的関心になり、それが連邦政府のみではなく州や私人にまで及ぶようになって、脅威は国外にとどまるものでは くなっていると覚醒したにもかかわ ず、法実務家はこうした危険な状態 あ もその自覚が不足していること、そして安全保障実務家は憲法や国際法などの 原理に疎いことの二つの事実が るとしている。
）（（
（
ムーアは、早くも一九七三年に安全保障について国際法にのっとった科学的議論を提唱している。
）（（
（
いわく、安全
保障は
realist （現実主義者）と
jurist （法律家）の対立があるが、
そこには
国際法への誤解がある。国際法はネガ
ティブ・リストであり、国益に反し、法規範性の薄いものだとの認識は誤りであるとし、国際法は国内法と同じように社会問題や意思疎通の解決に有益である。そのために、国務省 法務顧問を安全保障会議（
N
SC ）の常任メン
バーにする、
N
SC
に安全保障法顧問ともいうような新たな役職を加える、国務省法務顧問が主宰する政府間国際
法務団（
Interdepartm
entalG
rouponInternationalLegalA
ffairs ）を常設する、ことを提唱した。この提言は安全保
障法学の構築の端緒となったといえよう。と同時に、安全保障がとかく政策や政治だけで論じられ のに 法的に議論する視点を訴え、安全 の諸決定においても法律の専門家を配して、リーガリスティックな議論に基づく姿勢を重視 思想 打ち出している。（３）安全保障法教育
こうした安全保障法の成熟は法学教育にも影響を及ぼさずにはいられない。ムーアとターナーが一九九〇年に安
全保障法のケースブックを公刊し、二〇〇五年には第二版を出して る。また一九九〇年にはダイクスらもケース
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ブックをだし、二〇〇二年、さらに二〇一一年に版を重ねている。法科大学院で使用されるテキストはこのあたりであろうか。
）（（
（
教授する者は多様である。憲法や国際法の教員が多いが、ダイクスのように環境法の専門家もあれば、公民権法
学者もあり、
CIA
の職員をはじめ実務家なども教授することが少なくないようだ。
）（（
（
ダイクスらは四百
頁
もの教師の
手引き（
Teacher ’sM
anual:N
ationalSecurityLaw
(Boston,（（（（) ）も出している。
アメリカにおいて安全保障法の授業は、法科大学院で教育の重要性を増すことはあっても、なくなるようなこと
はないであろう。ダイクスはこう述べている。
）（（
（
「人間の性格に根本的な変化がなければ、テロリズム、戦争、戦争
準備 人間社会の支配的な力となりつづけるのは容易に予測できる。われわれはまた、この現実に社会がどう対応するかを決するのに法律家が致命的 役割 果たすのを理解できる。法学教師としてわれわれは、学生がこの役割を果たす のためにユニークな機会を持つ。安全保障法講座は、現実の脅威を反映 時代とともに内容と強調点を変え、この機会をとらえる一つの重要な方法を提供する。この過程で、われわれがより自由で安全な未来 貢献できると望むのは、大それたことでは い」 。
安全保障法学が市民権を得て、さらに教育方法や研修など、
）（（
（
様
々
な試みが意欲的になされているには、安全保
障を独自の法学体系として身に付けた法律家が、軍や防衛を含む政府関係機関 みならず、議会さらに民間でも急速に浸透している背景がある。
）（（
（
実にアメリカは法律家社会であり、大統領の側近はもちろん、軍の部隊に至るま
で安全保 法のスタッフが張り付いている。
）（（
（
彼（女）らは法律家としての自覚をもち、具体的な安全保障の環境
を斟酌しながら、客観的に法の意味を解釈し、リーダーにアドバイスする重要な役割を果たしている。こ は後にみる
law
fare （法戦争（仮訳） ）を後押しするものになっている。
二九二
安全保障法は法学生にとってキャリアプランの一翼となっており、軍の法務官のみならずシビリアンの法律家に
とっても、安全保障関係の政府機関で職を得る重要な武器になっている。そうしたエキスパートがアメリカの安全保障の諸決定で法的側面に有益なアドバイス 行い、法的な理論武装を担保しているといえよう。三
　
安全保障法の意義
いったい、安全保障法とは何なのであろうか。安全保障に関する法ということができる。しかしこれはわかりに
くい。安全保障が何たるか 画一的な定義はないからである。一九四七年制定の安全保障法（
N
ationalSecurityA
ct
（
N
S
法） ）も、安全保障なる語を百か所以上でふんだんにちりばめているけれども、それを定義した条文を有しな
い。ただ「安全保障に関する諜報（
intelligencerelatedtonationalsecurity ） 」を定義した規定で、それは、ⅰ合衆国、
その人民、財産、もしくは国益に対する脅威ⅱ大量破壊兵器の発展、拡散、もしくは使用ⅲ合衆国の国家あるいは国土の安全保障に関するその他の事項、を含むとしている。
）（（
（
秘密情報手続法は珍しく安全保障を定義しており、
「合衆国の外交と国防」だとしている。
）（（
（
この
N
S
法で
N
SC （国家安全保障会議）が創設され、省庁横断の（
interagency ）統合的な安全保障の戦略を企図
する統治機構を考えたとき そうした 政策は、 「外交政策、国防政策、諜報関心、国際経済政策、そして情報プログラムが多年にわたって変動 ながら国内でまぜあわさっ 結合したもの」とされる。
）（（
（
裁判所は安全保障を明確に定義したことはないけれども、法的次元で使用している。太平洋戦争中、日系人強制
収容を肯定したアメリカ連邦最高裁（以下「最高裁」 ）
の判決（
K コレマツorem
atsu
事件）では、正当に軍が彼らを脅威と
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判断し、 「適切な安全保障の措置をとるよう羈束されている」とした。
）（（
（
「安全保障の利益に必要であると判断したと
き」 、連邦政府に解雇権を認めた立法規定に関して、その安全保障は何たるかが正面から問題となった事件では、一般的な概念を定義せず、立法経緯から重大な支障がある場合に限定されると解釈したうえで、本件では手続的瑕疵も手伝ってそれは認められないとした。
）（（
（
アメリカ法では、安全保障にかかわっていて、開示することでそれが大きく損なわれると判断される証拠は、司
法プロセスで秘密とされる国家特権（
statesecretprivilege ）がある。そこではなにが安全保障の内容なのかの実体
的判断が求められよう。
R レイノルズeynolds
判決
で最高裁
は、
B-（（
爆撃機の事故報告書の開示を連邦不法行為法に基づいて
求めた遺族の訴えに空軍がこの特権 援用したところ、これを認めた。
）（（
（
ここでも安全保障を法的に定義せず、 「軍
事及び国家の秘密を保護する特権 司法での経験は （この法理の母国であるイギリスに比べて―筆者）本国では制限されてき 」としなが 、先例から明らかである し、 「裁判所としては、特権の主張が状況に照らして適切かを判断しなければならず、そうしなければな ないときでも その特権で保護し としたまさに当該事項を開示させることなく行わなければな ない」 して、これは実に困難だとしている。
）（（
（
「安全保障上の利益から公表
されるべきではない軍事事項を、証拠の必要性から暴露されてしまう合理的な危険があると、裁判所は判断できる」し、その場合裁 所は、かかる特権が不適切であるとして安全保障を損ねる危険を冒してはならない。
）（（
（
安全
保障が国防や外交を核とする国家利益であることは合理的に理解できる。ただし、裁判所も安全 障の法概念を明確に定義したことはないようだ。
おおよそ国家には目的があり、その目的としての価値を維持発展させるために立憲組織が尽くされる。アメリカ
はこれを典型的に見せてくれる。
アメリカ合衆国
憲法（以下「憲法」 ）は
前文で、共通の防衛（
com
m
ondefense ）
二九四
のために連邦が形成されるとしている。ハミルトンは、それは以下のことであるという。
）（（
（
「陸軍の創設、海軍の建
設装備、両者の統治のための規則制定、それらの軍事行動の指揮と兵站。これらの権力は無制限で存在しなければならない。なぜならば、国家の緊急事態の態様や程度、あるいは れらに必要とされうる、対応する手段の程度や態様を予測ないし規定しておくのは不可能だからである」 。かかる権能は憲法二条で大統領＝執行権の権限とされる。
）（（
（
一方で、憲法は一条八節で宣戦権は議会にあるとする（一一項）とともに、 「共通の防衛のために税を課し徴
収す 」権限（一項）を議会 認めている。また議会は軍隊の創設維持の権能を憲法上認めら てい （一二
－一
四項） 。
安全保障の権限がどのように配分されているかは、憲法の議論であると同時に、安全保障法学の対象である。憲
法の条文は議会と大統領の競合にさせている。しかし、こ 両政治部門の間で具体的な 限の帰属や固有権の存在に一義的な解釈があるわけでは い。
）（（
（
一般には憲法二条の規定から、そして安全保障が機密や迅速を要するとい
う本質から、執行権＝大統領の判断が尊重 れる、あるいは優先される運用となるようだ
議会と大統領、どちらにかかる安全保障の権限が帰属するか、大統領の安全保障上の決定が憲法に反しないかは、
訴訟になり得る。そ 際、裁判所が安全保障法に関与し く ことになり、司法権は安全保障の権限を語 こととなる。ただ、
裁判所は大統領に委譲する（
defer ）のが通例で、司法権は大きな役割を期待されていない。もっとも、
司法権は があれば、訴訟要件で却下す こともあるが、実体審理まで けば何らかの判断をす ことになり、それに大統領あるいは議会は拘束されるから、司法は安全保障権限を規定できる。
）（（
（
安全保障をいかように観念しようとも、そのコアは外交と国防である。それは国家の立憲体制、政治組織や国民
の安寧を、国内外からの危険や脅威から防御し維持させる で と認識できる。
）（（
（
かかる
function
はおおよそ独
二九五
アメリカの安全保障法学の体系―安全保障法学構築のための予備的考察

（都法五十五
-
二）
立の立憲主義国家には共通の前提である。憲法はこの考えの下、軍に関する権限を議会と大統領に配分し、権力分立を規定し自由のカタログを掲げている。まさに憲法そ ものが第一の安全保障法なのである。
）（（
（
なるほど安全保障を法や政策の上で一義的に定義するのは困難である。ただその試みに共通して認識されている
のは、身体の安全（
physicalsecurity ）や強制からの自由であり、生活様式といったなんらかの価値体系の保持に関
連付けられる。
）（（
（
国家の秩序の保持であり、それは自由と法の支配の体系ということになる。自由と国家の安全保
障を関連付けるとき、物理的（
physical ）要素と価値の要素が認識されるといえる。
）（（
（
安全保障の定義はテキストでもきちんと議論されておらない。 「制定法で まれにしか定義しないよう 見える
中、その用語は広範に理解されている」
。）（（
（
一九七二年、ハーバード・ロー・レヴューの年次恒例の「法の発展」の
記事で 初めて「安全保障利益と市民的自由」 項目が取り上 られた。
）（（
（
安全保障の定義はしていないが、国内
の破壊活動や国外からの攻撃 よ 暴力的な転覆から政府を防衛する政府の能力にかかわるのを核とし、広く国内外の国家利益に仕えるよう効果的 機能する政府の能力を包含すると観念する おおよそ政府機能は安全保障にかかわるが、ここでは本質的に規制的な機能に着目して、以下の三点 扱っているのは、安全保障法学 論点を示している。第一に、安全保障の誇張された脅威（
ExaggeratedFearsfortheN
ationalSecurity ）と題して、言論や結社
の自由に対す 刑事罰、海外渡航 制限、雇用 おける忠誠の法体系 概観 。第二に、情報の安全保障
：政府
文書 秘密指定（
Inform
ationSecurity:ClassificationofG
overnm
entD
ocum
ents ）であり、センシティブな情報の秘密
指定、執行権の対議会へ 情報不開示 執行権の秘密の外的チェック、秘密裡 執行活動が論じられる。第三が非公開の政府監視（
CovertG
overnm
entSurveillance ）であり、電子的監視と情報提供者（
inform
ers ）が扱われる。第
四が緊急権の行使（
ExerciseofEm
ergencyPow
ers ）であり、緊急権行使の統制と秩序回復のための緊急措置が議論
二九六
される。
わが国で法典のない行政法を議論するとき、行政法とは何かが法学上の論点となる。
）（（
（
行政に関する国内公法だ
とした場合、行政とは何かは少なくとも法的に定義されていなければならない。アメリカの安全保障法学にはこのようなアプローチはない。
）（（
（
いうまでもなく、
安全保障にかかわる法令は法源となる。アメリカには
N
S
法がある。
ストレートに法源となりうるが、同法が中心に論じられるわけではない。むしろ、不思議なくらいさほど言及されない。安全保障法学は諜報活動にかかわる法をカバーし、
CIA
や国家安全保障局（
N
SA
）などの機関や活動がその
対象となる。特に
N
S
法が論じられるわけではないが、
CIA
をはじめとする安全保障の諜報機関の組織や活動は
N
S
法に基づくことになる。安全保障法は外国の勢力から国家を防衛するために執行権に認められた権限の体系を含み、そうした法的権限は、
議会の制約や監視に服しながら、軍事行動や外国諜報の収集や隠密行動の根拠となる。
）（（
（
諜報（
intelligence ）は安
全保障の重要な要素なのだとの認識がある。
アメリカでは諜報と安全保障の密接な関係が当然視され 。一七七五年、大陸議会が
Com
m
itteeforSecretCorre-
spondence （秘密通信委員会）を設け、諜報活動に予算をつけることを議論したことに、安全保障法の淵源を求め
る者もある。
）（（
（
N
S
法で安全保障はどのように定義されるかは解釈の問題であるが、さほど議論されていない。シュ
ルマンは、安全保障には伝統的に政策のセット、イデオロギー、結果の三つの含蓄があり、さらに思想の政治制度化が入るとする。
）（（
（
それを国内外の脅威への対応のロビー活動のために一九一四年に設置された国家安全保障連盟
（
N
ationalSecurityLeague ）にみる。そこでは国防が主体であったが、戦間期の停滞を経て第二次大戦後、持続的
継続的な安全保障を掲げたこともあって、国防では く安全保障が定着し、
N
S
法制定に至ったと指摘する。
）（（
（
二九七
アメリカの安全保障法学の体系―安全保障法学構築のための予備的考察

（都法五十五
-
二）
わが国でかりに安全保障法学を議論すれば、法源論からはいることとなろう。アメリカにはこのアプローチはみ
られない。安全保障法の総てをカバーする単一の法律が存在するわけではない。ちなみに、
CN
SL
は、それは国際
法と国内法にまたがって、対外的な害から国家の安全を防御することにかかわり、国際公法、憲法、その他連邦や州の立法や命令判例などの研究だとし、主たるトピックは、戦争や軍事的侵略、諜報 領土の保全などとなるとしている。
）（（
（
この背景には戦後、特にベトナム戦争後以降、執行権の外交行為を規制する立法が激増したことがある。
）（（
（
安全保障について立法的枠組み 精緻にされ きたのであ 。
司法も安全保障を明確に定義しておらない。 「安全保障上の利益」は多用するも、具体的な定義はなされておら
ず、曖昧である。
）（（
（
安全保障には情況に応じた具体的で柔軟な対応が求められ、政策の要素が大きい。
）（（
（
憲法存立の前提となる安全保障は、人民の権利義務を具体的に形成する行政ではなく、まさに統治権の作用であ
って、執行権というべきものである。それは、行政法のように法律を具体的に執行して法律関係を形成する作用ではない。安全保障にとって法は、それを確保しその具体的な形成の手続 規定し、ひいては立憲主義 保持 事実を形成することであり、 法と うとき、安全保障が法と不即不離の関係にあることを前提とする。
）（（
（
四
　
安全保障法学と憲法
（１）権力分立―合衆国憲法での相克
安全保障が国家の責務である以上、 に安全保障の中身や権限の所在あるいは配分の規定があってよい。しか
し、憲法は安全保障
に言及する明文の
規定を持たないし、その権限の所在にも言及がない。
）（（
（
国家の権力を立法、
二九八
執行、司法の三つに分け、それぞれを連邦議会、大統領、裁判所が担当すると記すのみで、具体的な権限内容や範囲は形式的には明確ではない。
憲法に安全保障の語がなくとも、アメリカの建国者はこれに最大の関心を払っていた。マディソンは
いう。 「制
憲会議が直面した困難のなか も最重要なものは、前提となる安定と政府の活力を共和政体と自由に払われるべき不可侵のものに結合させることでなければならない。…政府の活力は良き まさに定義となる法 迅速かつ健全な執行のそれと、外的内 危険に安全を保つそれに不可欠である」
。）（（
（
K コーoh （イエール大学）は安全保障憲法（
N
ationalSecurityConstitution ）なる概念を提示する。それは憲法の条文
と立法と行政命令と慣例 判例で形成され、バランスのと た機関の参画（
balancedinstitutionalparticipation ）を
原理 し、この法的構造が安全保障の政策形成 実効を促進するとともに制約するとする。
）（（
（
安全保障法は憲法を
受けたものである。安全保障なる語は憲法には出ておらず、公式に登場してくるのは冷戦期であるが、憲法が国内では反乱の、海外からは侵略の、内外 それこそ安全保障上の危機の中で制定され、故に安全保障を基本的な目的とした強い政府を作る とにあった。
）（（
（
と同時に、かかる権能をバランスのとれたものにするために三権に分けた
とみるの ある。
制憲思想が安全保障（かかる用語は使っていない）に最大の関心を払ったものであることは、フェデラリスト・
ペーパーの随所にみられる。
）（（
（
制憲会議（
Convention ）は、連邦政府が外交を含む安全保障に弱い権限しかなく、
効果的な外交を展開できないでいたことを強く懸念していたのである。
安全保障は法の定義もなく一義的ではないけれども、安全保障法は軍事や外交に大き かかわりをもっている。
）（（
（
アメリカは対外的危機、とりわけ戦争が安全保障法を醸成させ ったといえよう。
）（（
（
アメリカの大きな戦争は南北
二九九
アメリカの安全保障法学の体系―安全保障法学構築のための予備的考察

（都法五十五
-
二）
戦争である。この時、リンカーンは軍法として
Lieber
リーバー・コード
Code
を策定し、以後、アメリカ軍（人道法としてヨーロッ
パにも広がっていく）の戦争行動の法規範となる。
）（（
（
総合戦となる第一次大戦時には、サザーランド最高裁判事の
『憲法上の権限と外務』が発刊される。
）（（
（
同書は、アメリカは民主主義国家であり、その結実としての憲法に従って
戦争や外交が行われなければならないと説く。憲法上の戦争権限が体系化され、さらに条約の締結権も議論されている。また第二次大戦 は戦時下で 緊急権や、日系人の強制収容が問題となり、安全保障と人権が深刻な問題となった。
）（（
（
その後、冷戦、
N
S
法の制定、そしてベトナム戦争が安全保障法学形成の発端となったといえる。戦争権限とい
った憲法問題に加え、
M ミ・ライ
yLai 虐殺事件
で意識された
ような軍の規律も法的関心を呼ばずにはいられないものとなっ
た。戦争権限の問題は湾岸戦争やその他アメリカの軍事介入でも提起され、
）（（
（
安全保障法学の発展を促した。
（２）人権保障―憲法修正条項との相克
アメリカは
N
S
法制定に象徴されるように、第二次大戦後、国家の諜報機能を重視することで安全保障国家にな
った。一九五〇年のラスウエル 『安全保障と個人の自由』 、第二次大戦後の冷戦にあって国内外の専制政治や共産主義等の脅威が存在し、安全保障の価値は国家的急務となるなかで、人権との調和を考えなければならないと指摘した。
）（（
（
ベトナム戦争は安全保障法学の形成に大きな影響を及ぼしたとみられる。それは人権保障の観点の導入である。
ベトナム戦争直後、
H ハルペリンalperin
は自身が政府の安全保障政策に反対するかたちで要職を退いた後、盗聴を受けた経験
を持つが、それとは無関係としたうえで、安全保障の利益優先で人権が蹂躙される視点を訴えた。
）（（
（
憲法は安全保
三〇〇
障と人権のバランスを説いているにもかかわらず、これまで安全保障の観念には専制からの保障の概念は欠けていたとし、特に無令状による盗聴など、
憲法
修正第四条の司法的人権の侵奪を危険視した。この視点は後の
FISA
（
ForeignIntelligenceSurveillanceA
ct 外国諜報監視法）の制定にも関係していく。
諜報を中心とした安全保障法を強く認識させた大きな契機は九・一一同時多発テロである。反テロに特化するケ
ースブックや法科大学院の授業科目が設けられるようにもなり、安全保障法学に変容をもたらした。テロを安全保障マターとし、その関連する法を安全保障法の中に盛り込むようになってくる。
）（（
（
テロに関する立法やその実務、判
例が問題とされ、具体的な論点としては、
FISA
や
CIPA
（
ClassifiedInform
ationProceduresA
ct 情報秘密指定手続法） 、
U
SA
PA
TR
IO
TA
ct （愛国者法）
での情報収集や刑事手続に関する特例、テロ犯罪に関する司法実務、軍事的対応
としての拘禁や軍事裁判所での公判があげられよう。これらを う取り扱う はケースブックや著者によって一様でなく、深く長く述べるものもあれば、そうでないものもある。
）（（
（
（３）小括
かくして、アメリカでは安全保障環境に対応すべく、政策そして安全保障法が形成されてきた。そこには安全保
障の効率的な機能発揮
ともに、
その統制といった法関心がある。一方で安全保障法は法なのかともいわれる。
）（（
（
S センテルentelle
は憲法上の戦争権限の問題、すなわち、憲法上安全保障権限
がいかように
配分
されるか
と、裁判所が安全
保障にどのような役割をはたすかの問いを提起したうえで、こうした問題提起自体がまさに安全保障を法的に認識していることな だとしている。憲法や国際法その他法令を対象にしているか 、法学で ことは争いがないとしても、それで こまでカバーす かは、以下見るように一様ではない。
三〇一
アメリカの安全保障法学の体系―安全保障法学構築のための予備的考察

（都法五十五
-
二）
五
　
安全保障法学の体系
（１）安全保障法学の研究と教育―現代の位相
安全保障法が一義的ではないとの点では共有されるも、論者がそれで何を論じようとしているのか、体系的思考
を探ることは意味がある。ここでは主要なテキストを手掛かりに、安全保障法学の具体的な論点やカバーする事項を探ってみたいと思う。
S シェイナーhanor のナットシェル『安全保障及び軍法』では、五つの領域を論じている。
）（（
（
一．安全保障のさまざまな領域
での責任の配分
　
二．安全保障に関する実体法上の犯罪と国内的脅威画定のプロセス
　
三．国境コントロールに適
用される法
　
四．安全保障に関する秘密
　
五．国内騒擾対応のための軍使用に関する制限、である。
重厚な
安全保障のテキストであるムーア／ターナー編著の『安全保障法』は、以下の三一章からなる。
）（（
（
（Theo-
reticalapproachtoN
ationalSecurityandW
orldO
rder （安全保障と世界秩序の理論分析）
（N
ew
erTheoriesinU
nder-
standingW
ar:From
theD
em
ocraticPeacetoIncentiveTheory （戦争理解の新理論
：民主的平和論からインセンティ
ブ理論へ）
（D
evelopm
entoftheInternationalLaw
ofConflictM
anagem
ent （紛争管理の国際法の発展）
（TheU
seof
ForceinInternationalR
elations:N
orm
sConcerningtheInitiationofCoercion （国際関係における武力行使
：強制発動
に関する規範）
（InstitutionalM
odesofConflictM
anagem
ent （紛争管理の制度様式）
（Law
ofW
arandN
eutrality （戦
争と中立の法）
（O
perationalLaw
（軍事作戦法）
（W
arCrim
esandTribunals （戦争犯罪と裁判所）
（TheControlof
三〇二
InternationalTerrorism
（国際テロの統制）
（（D
rugsasN
ationalSecurityIssue （安全保障問題としての麻薬）
（（
A
m
ericanN
ationalSecurityStrategy:A
nO
verview
（アメリカの安全保障戦略
：概観）
（（InternationalA
rm
sR
estraint
byTreaty,Law
,andPolicy （条約、法、政策に制約された国際武器）
（（InternationalH
um
anR
ights （国際人権法）
（（TheLaw
oftheSea （海洋法）
（（O
uterSpaceLaw
（宇宙法）
（（TheConstitutionalFram
ew
orkforD
ivisionofN
a-
tionalSecurityPow
ersam
ongCongress,thePresident,andtheCourts （議会、大統領、裁判所間での安全保障権限の
分割に関する憲法枠組み）
（（TheA
uthorityofCongressandthePresidenttoU
setheA
rm
edForces （軍事力行使に関
する議会と大統領の権限）
（（TreatiesandO
therInternationalA
greem
ents （条約及びその他の国際協定）
（（N
ational
SecurityProcess:Process,D
ecision,andtheR
oleofLaw
yer （安全保障プロセス
：プロセス、決定、法律家の役割）
（（
IntelligenceandCounterintelligence （諜報と防諜）
（（D
om
esticTerrorism
（国内テロ）
（（A
ccesstoN
ationalSecurity
Inform
ation （安全保障情報へのアクセス）
（（Freedom
ofExpression （表現の自由）
（（N
ationalSecurityandthe
FourthandFifthA
m
endm
ent （安全保障と修正第四、第五条）
（（N
ationalSecurityV
iolations （安全保障事犯）
（（
Im
m
igrationLaw
andN
ationalSecurity （移民法と安全保障）
（（U
.S.SecurityA
ssistanceandR
elatedProgram
s （アメ
リカの安全保障支援と関連プログラム）
（（D
ual-U
seExportControls:Counterterrorism
,N
onproliferation,N
ationalSe-
curity,andForeignPoliciesoftheU
nitedStates （輸出管理の二元使用
：反テロ、不拡散、安全保障、アメリカの外
交政策）
（（Inform
ationW
arfare&
theProtectionofCriticalInfrastructure （情報戦と重要インフラの保護）
（（Federal
Em
ergencyPreparednessandR
esponse （連邦緊急事態対処）
（（H
om
elandSecurity （国土安全保障）
（（Environm
en-
talLaw
andN
ationalSecurity （環境法と安全保障） 。
同書は安全保障法を最も広く捉え、国際法に力点を置いた体系になっている。ただ総花的な面も否めない。筆者
三〇三
アメリカの安全保障法学の体系―安全保障法学構築のための予備的考察

（都法五十五
-
二）
が聴講の機会を得たムーアの授業は、このすべてを網羅できず、重点集中の講義に終始している。国際人道法（ジュネーブ条約議定書）にも言及があり、軍法 要素（裁判手続は言及されない）も意識されていた。
コンパクトでありながらもより体系立てられた著書として、ベイカーの『共通の防衛のなかで―危険な時代の安
全保障法』がある。
）（（
（
「安全保障法は実体と手続と実務と人間性が結合し、自らの権限をふるう人
々
の道徳的な価値
と高潔に依拠する」との言葉に始まり、
）（（
（
法そのものが（憲法が第一の）安全保障の道具であるとする。安全保障
は法に規定される部分が大きく、その多くは手続であるという。安全保障法研究にはま 脅威を認識させる。W
M
D
（大量破壊兵器）
の拡散やテロがあげられ、これに対応するのが安全保障法だとする。そ
うした対応
には一
定のプロセスを要するのであって、安全保障法がこれをカバーする。ということで、憲法の枠組みと電子的監視関する憲法問題が議論される。そし
N
ationalSecurityProcess （安全保障プロセス）と題して、大統領から軍や安
全保障政府機関、議会 いった権限の配分や決定の流れの法をスケッチ 次に諜報に関する が議論 、軍事力の行使に関する国内 国際法が分析される。さらに
H
om
elandSecurity （国土安全保障）が詳細に展開されて、
最後に
N
ationalSecurityLaw
yer （安全保障法律家）論を整理している。
安全保障法学でどこまでカバーするかには、変転がみられる。ブラデックは、九・一一の前と後でカバーする領
域が大きく変化したという。
）（（
（
すなわち、九・一一以前は、 （彼は古典的論点とする） 、戦争権限の憲法上の分担、武
力行使に関する国際法 議論、軍 国内使用に関 制定法および憲法上 権限 軍 支配する国内法、 活動に関する法、つまり収集権限、監視、政府機密、秘密保護に関する法であった。そしてこれらはそれまできちんと論点として整理されてこなかっ から 安全保障法学 する意義は た。九・一一は劇的な変化（
dram
atically
changed ）をもたらした。反テロリズム法（
Counterterrorism
law
）が出現し、そのケースブックが出てくるように
三〇四
なる。
）（（
（
テロリズムを安全保障法から独立させて講じる向きもある。
）（（
（
ブラデックは、 「反テロの時代といわれるよう
になったことにおいて、われわれが「安全保障法」に包含させてきたものと、今日何が含まれなければならないのかに重要 質的相違があることを指摘」しなければならないとする。
）（（
（
そして、憲法の刑事手続保障条項、修正第四
条や第五条、そして特 修正第六条の
Confrontation （反対尋問権）
条項にかかることが関心となっているとし、
）（（
（
通常のコースや教義をはるかに超え 刑事手続法の一部や実体法の一部、証拠法、さらに一部は憲法や行政法であり、したがって安全保障法学者も
quasi-generalists （準ジェネラリスト）たることが要請されるという。
）（（
（
テロは安全保障法学の体系に大きく影響した。
）（（
（
もともと刑法で論じられるも、九・一一以降安全保障としてのテ
ロ対策、さらに国土安全保障省の設置で、
H
om
elandSecurity
としての様相が強くなる。そのための法学分野もで
きている（
FoundationofH
om
elandSecurityLaw
）。
）（（
（
さらに人権保障との関係も問題となる。
）（（
（
これは憲法問題である
一方で、こうした特別の法は勢い、独自の の分野を要求したといえる。ただ対テロ法を安全保障 学の中でカバーするのか、テロ法（
Terrorism
andLaw
,A
nti-Terrorism
law
など）として独立させて議論するのかは分かれる。
いずれにせよ、憲法特に人権保障と か わりは重要で、安全保障とのバランスが問題となるから、
）（（
（
安全保障法
の関心領域 な ことは間違いない。
安全保障と人権は古典的には拮抗し、対峙する概念であった。近時、人権保障は安全保障の前提であるとともに、
国家権力 抑制という視点よりも安全保障目的で公権力は正当化されて、人権保障はその正当性を担保し検証するものであると 見方がある。
）（（
（
これは、人権の観点から安全保障は、国際的な安全保障、国家に対する消極的な安全
保障、人権制約の正当化 しての安全保障、個人が他 個人から安全を確保する保護的国家責務 四つの概念があるとしたうえ 、相互関連性を踏まえながら 人権 と安全保障の不可分性を説いている。
三〇五
アメリカの安全保障法学の体系―安全保障法学構築のための予備的考察

（都法五十五
-
二）
安全保障法学の射程を画定するには、そもそもかかる学問がいかなる目的を有するかが明確でなければならない。
安全保障法学が生成した背景には、安全保障の重要性とこれにみあった法及び実務の成熟がある。安全保障は国防と密接で、人権や自由と衝突し得る。人権保障は立憲秩序が保障されていること、つまり国家の安全保障が前提になる もいえる。ダイクスのテキストは、このバランスをとることが安全保障法学の第一の目的だとす
）（（
（
したが
って、憲法が規定する安全保障権限の配分や中身、権力分 の枠組みが論じられる。かくしてこ テキストは、第一部で憲法上の条文を基本にフレームワークを明らかにする。それ以降は をいわば各論的にみていく展開となる。第二部は対外的武力行使の 的メカニズム、第三部は対外的諜報活動のそれをカバーす 。第四部は近時とくに重要性を増し きた反テロリズムの法であり、テロの定義 ら始まって予防、捜査、刑事制裁、移民法、軍事裁判所が議論される。第五部は安全保障情報の 護 アクセス 関する。
この体系はわかりやすい。ムーアらのテキストは広範で網羅的なのに対し、ダイクスらのそれは絞りこんでいる
感がある。いずれにせよ、憲法の安全保障権限は議論の出発点であり、そのフレームワークが基軸となる点で 憲法学との親和性が強い。
ムーアとダイクスのそれぞれのケースブックの初版は、同じ一九九〇年に刊行されている。ムーアのそれが網羅
的であり、新たな法学分野（安全保障法学）を開拓する意気込みで、安全保障法を「紛争管理（
conflictm
anage-
m
ent ）の国際法と安全保障に関する勃興しつつある国内法の共同効果（
synergy ） 」とした。
）（（
（
ダイクスのそれは凝縮
してあり、一般的な外交関係法や国際法や戦争法は意図的に遺漏し、アメリカ国内の安全保障法に深く絞 いる。それは、論及していない領域は他のコースでカバーするも であり、国内の安全保障に関する法が「勃興しつつあるこの分野の核」 、つまりアメリカの法曹が直接かかわる法であるとの認識による。
）（（
（
もっとも、ムーアらも自分の
三〇六
ケースブックがこの法学分野を確定する唯一のものだと自負する。いわく、
）（（
（
「なるほど、より限定された領域に、
とくに修正第一条や第四条の自由や戦争権限といった国内法の問題に焦点を絞る傾向で高品質の他の著作がある。対照的に、拙著は、国の安全と世界の不当な暴力の問題に関連した、国際法と国際関係と国内の法と政策の十分な混合を模索するのである」 。
アメリカには外交関係法なる分野もある。これとどう異なるのか。両者を教育した（科目名は
U
nitedStates
ForeignR
elationsandN
ationalSecurityLaw
）
G グレノンlennon
によれば、外交関係法は主に、アメリカの対外行為にかかる
権力分立や連邦制原理にかかわり、したがって決定権限の配分に焦点を置くのに対し 安全保障法は外交的決定国内的効果に焦点が置かれ、したがって外交的決定が人権にどのような影響を及ぼすかが主な関心となる。
）（（
（
彼が
共著となっているケースブックは、
）（（
（
第一章「外交関係法―本質と憲法構造」 、第二章「アメリカ法における国際
法」 、第三章「条約及びその他の国際取極め」 第四章「戦争 」 、第五章「予算権（
pow
erofthepurse ） 」 、第六
章「連邦制」 、第七章「司法判断適合性と原告適格」 、第八章「安全保障への脅威 捜査と起訴」 、第九章「安全保障と情報のコントロール」 、といった構成である。これは安全保障 もカバーしてい ので、こうした章立て なろう。
外交は国内法の関知するところではないとの向きもあろう。もとより、
外交を規定するのは現実の国際政治（
re-
alpolitik ）である。外交に法を関係させるようになったのは金ぴか時代（
gildedage ）に
始
まるとする、
Z ザスロフasloff の指
摘がある。
）（（
（
一八九九年、共和党政権のマッキンリー大統領は法律家の
Elihu
ル
　ー
　ト
R
oot を戦争長官に任じた。彼は古典
的法思想の持ち主で、法を国家的強 の契機ではなく人民 慣習や社会規範に求めた 彼は国際法 重視し、法的に秩序づけられた国際社会を目指し、以後一九四五年まで、国務長官 法律家が連続して勤めた。法と外交政策の
三〇七
アメリカの安全保障法学の体系―安全保障法学構築のための予備的考察

（都法五十五
-
二）
密接な関係をここに見出すのである。
いずれにせよ、安全保障法は憲法が基軸になる。
）（（
（
ブラッドリーらのケースブックでは、
）（（
（
アメリカの外交関係を規
律する憲法と制定法 検証し、権力分立の枠での外交権限、外交権限に関する連邦と州の関係、連邦裁判所における国際法の地位 いった論点を主とする。最初の部分はまさに安全保障法とオーバーラップする。
テキサス大学法科大学院
R
obertC
チ
　ェ
　ス
　ニ
　ー
hesney
が教授する安全保障法のシラバスには、
安全保障法の
体系的な整理が
ある。
）（（
（
五部で構成される。第一部は「三権における安全保障権限の配分と憲法」で、戦争権限法などが講じられ
る。第二部は「武力行使を制限する国際法」であり、国連 システムなどがふれられる。第三部が「テロ戦争のレンズを通したターゲットと拘禁の法」で、国内法と国際法上のテロ法制が考察される。第四部が「隠密行動」で、第五部が「諜報情報収集と捜査」である。
A
BA
から出ている二冊の入門書的な論集も、安全保障法の今日的位相をつかむうえで有益である。一つは『ニ
ュースでの安全保障法』で、日々生じる安全保障の法問題にジャーナリストとして知っておくべきことをまとめている。
）（（
（
四部からなり、第一部は大統領の権限や人権の関係を講じる安全保障と憲法に関し、第二部は軍の組織や
行動に関し、第三部は国内の 執行機関やインテリジェンスに関し、第四部は国土安全保障に関する。もう一つは法学議論であり 『愛国者の討論
：安全保障法の現代的問題』である。
）（（
（
第一部はテロとの戦争と題し、執行権の権
限や捜査、アメリカ本国 育ったテロを取り上げる。第二部はデータと技術とプライバシーで、電子監視や安全保障のための情報収集が議論される。第三部は実力行使のための法枠組みで、
TargetedK
illing
や拘禁政策、サイバ
ー戦争が議論されている。両者とも、九・一一後の対テロ戦争のなか 安全保障の法的側面がにわかに脚光を浴びてきたとの認識がある。
三〇八
安全保障法をどう講じるかは議論がある。二〇一三年の
A
BA
の安全保障法部会（九月二八日於バージニア大学）
は、 「安全保障法を教える―安全保障過程における法律家（
TeachingN
ationalSecurityLaw
:Law
yersintheN
ational
SecurityProcess ） 」と題するセミナーを実施している。
）（（
（
背景に、安全保障の政策決定や実行の過程で専門の法律家
が必要となってきたこと、安全保障の分野で法の支配や法的思考が重視されるようになってきたことがあげられる。軍事的側面でも
law
fare
とされるのもこれと同じである。
A
BA
の安全保障法常任委員会は二〇一二年、安全保障法の現代的論点をまとめている。
）（（
（
三つのパートからなる。
第一部はテロとの戦争であり、大統領の戦争権限、国内育ち テロリズム、捜査が論じられる。第二部はデータ技術とプライバシーで、第三者の情報と安全保障請求状（
N
ationalSecurityLetters ） 、政府による国内の電子監視や
諜報活動が論及されている。 部は軍を投入するための法であり、
TargetedK
illing 、
）（（（
（
サイバー戦争、拘禁政策が
論じられる。アメリカの安全保障法学がどこに関心を持っているかをうかがうことができる。
他の法学分野がそうであるように、安全保障法学もその対象となる社会科学的事象が変われば、つまり、安全保
障に新たな脅威が出てくれば、その法学的考察 要求され、カバーす 範囲 広げるものであ 。安全保障法学は発展していく、まさに有機体なのである。
）（（（
（
（２）私見的整理―
law
fare
安全保障法学が軍法や対外関係法と親和的 った歴史や発生の経緯を考えると、またこれらが憲法上の安全保
障権限の所在を議論することから始めることを考えると、安全保障法は、主 執行権の作用である安全保障の決定やその実行に法の規制がどこまで及ぶか、安全保障権限の所在はどこにあるのかが、根本的な問 であり、それが
三〇九
アメリカの安全保障法学の体系―安全保障法学構築のための予備的考察

（都法五十五
-
二）
安全保障法学を独立せしめる議論であるといえる。すなわち、外交や戦争、緊急事態権限は国内公法的な分析はなじまず、かといって法原理はあ のであり、また必要であるとの認識である。わが国ではこの議論は 学ではほとんどなされない。外交権は条約締結権も含めて内閣（執行権）にあるとしている（日本国憲法七三条） 。そこに法はどこまで規制できるか、国会はいかなる権限を持つのか、どこまで介入できるのかはほとんど議論されない。武力行使の決定についてはなおさらである。
）（（（
（
安全保障法は安全保障に関する法である点で独立できると考える。すべからく公法と名のつくものは、個人の人
権保障とともに公共の秩序維持を考量する。警察法的発想からわが国の公法学が発展してきたことを考えれば、また、憲法学はなおさら立憲国家の独立 安全に腐心す のであるから 公法学それ自体は広く安全保障にかかわる法学ともいえる。
アメリカの安全保障法学も同様なジレンマが付きまとっているように思われる。現実にそれは、 （刑法や国
際法も含む）に多分にオーバーラップしている。ブラデックの先の言にあ ように、
）（（（
（
安全保障法学は今後新たな
安全保障の事象に出くわしてそのすそ野を広げていくたびに、これを問い続けていくこととなろう。安全保障法学が打ち出され、その後学問と 順調 市民権獲得 道 たどったのは、そ 目的にある いえる。たとえば戦争権限は憲法学の論点であり 安全保障法学がこれをことさら出発点として取り上げるのは、いうまでもなく憲法学の論点を深化させるという意義がある。しかし、そ はまた安全保障を切り口としてそれが憲法上ど ように配分されているのかを検討し 安全保障の観点を、 曹をはじめ広く法律家に浸透せしめ もって安全保障を法枠組みで科学的に議論しようとす ことに る。
）（（（
（
そうした使命から、先にみたように安全保障法学が取り上げる論点が
形成されていく である。
三一〇
安全保障法学の各論として何を盛り込むかは、論者によって異なる。安全保障の概念が法的には必ずしも一義的
ではなく、したがって何が安全保障にかかわる法現象かで主観的要素が入るのは否めない。ただいかなる事象であれ、それをとりまく国内法、国際法、そして根本的には憲法が対象となり、法的問題を考察する。関心の主軸は憲法を中心とする国内法にある。
安全保障法学の対象として共有される法領域や論点には、戦争権限と法、条約締結、安全保障に関する犯罪と司
法、安全保障に関する情報収集とアクセスの四つをみることができよう。ここでは戦争に関して敷衍しておこう。
アメリカの歴史は戦争 歴史 いってもよい。戦争に、法は分離していたという り融合していたといえる。
）（（（
（
こ
れにはマクロレベルとミクロレヴェルの両面があろう。前者は戦争を始める法のメカニズムであり、誰が如何なる場合に戦争を開始できるのかといった実体と、どのように戦争 遂行し終結させていくかの手続の両面がある。そしてそれぞれに憲 と国際 両方がかかわる。ミクロレヴェルは戦争の仕方に関し ある。ジュネーブ条約をはじめとする国際人道法とそれをアメリカの軍隊 反映させるアメリカ 軍法、主 統一軍事法典である。
安全保障法と区別する意味で、軍法の概念をここで明確にしておく必要があろう。狭義には、独自のコミュニテ
ィとしての陸軍を治める特別法であり、広義 は、さらに緊急時としての戦時にの 適用される法を含み、軍事政府やマーシャル・ローに関 法、さらに 軍人が市民とのかかわりを持つ点があることから、軍の市民法との関係もカバーされる。
）（（（
（
こうした特別の法は憲法に根拠を持つ。憲法は議会に国際法に反する罪を創設し、宣戦を行い
軍の維持や規律に関する規則制定権を認めている。大統領 執行権を付与し、合衆国 最高司令官としてい 。また修正第五条は、陸海軍や、戦時 の他緊急事態に任に付いた民兵で生じ 事件 除いて、重大な犯罪について大陪審を保障している。
三一一
アメリカの安全保障法学の体系―安全保障法学構築のための予備的考察

（都法五十五
-
二）
なお狭義の軍法は固有の軍法（
M
ilitaryLaw
Proper ）とされ、軍の情況に排他的に制定された公法の一部で、平
時にも戦時にも同様に機能し、軍律（
A
rticlesofW
ar ）をはじめとする成文法と、コモンローや戦時慣習法などの
不文法からなる。
）（（（
（
こうした戦争と法の関係は密接になっている。九〇年代ころから
w
arfare
ならぬ
law
fare
という語が用いられる
ようになる。
）（（（
（
血を流さずに国際法で軍事戦略目的を達成し、戦場ではなく法廷でバトルをなすのは、アメリカに
は好都合だ。作戦上の目的を達成するため、伝統的軍事手段の代替物としての法を考えるのであり、たんなる手段ではなく軍事戦略家のいう、創設された効果に焦点を当てる効果基礎の作戦（
effects-based ）であり、単に公的な
問題 、全体的に法の支配や民主的価値や
law
fare
に符合したのが正当かつ真摯な活動となるのであって、
「
law
fare
は法の支配というより、高次の徳に合致して適切に行使されうる道具ないし武器のようなものである」
。）（（（
（
law
fare
の勃興は「軍事における革命」をもたらし、軍法務官（
judgeadvocate ）の役割を機能的に高めることとな
る。
）（（（
（
軍法務官は法の支配について政府の文民の法曹とは異なる見方をしていると指摘される。
）（（（
（
後者が法を執行権が
権限を行使する障害（
barrier ）とみるのに対し、軍法務官は「意味ある権限行使の前提条件（
prerequisite ） 」とみる。
「法はわれわれの部隊が強制的暴力的な行動に従事するのを、さほど躊躇も懸念もなく認める。法は、個
々
の軍人
が自分自身の個人的な道徳規範に訴えることなく行動できる、よく定義された法空間を作り出すことによって、正統な戦闘を可能にする」 。
法律家は、初代大統領ワシントンが一七七五年七月二九日にアメリカ陸軍法務官を創設して以来、軍の一部とな
る。
）（（（
（
その後は些細な法律問題にかかわるものの、原爆投下とかベトナム戦争といった戦局は法律家なしに行われた。
三一二
しかし、ベトナム戦争での
M
yLai 虐殺事件以降、法律家は戦略や作戦にも重要な地位を占めるようになる。作戦
法（
O
perationallaw
（
O
PLA
W
） ）なる概念も構築され、それは以下のように認識されている。
）（（（
（
「平時ないし敵対状態
での軍事作戦における契約と執行に関連する国内および国際の法。それは限定されるわけではないけれども、以下のものを含む。 争法、警察支援、訓練、動員、用兵準備、用兵、海外調達、軍事戦争作戦行動、反および対テロ活動、軍地位協定、敵軍に対する作 および文民事項の運用に関する 」 。戦争が裸の実力のぶつかり合いではなく、法 解釈や運用をめぐる争い、つまり
law
fare
とされるようになることと無縁ではなかろう。
（３）暫定総括と疑問
これまでみた、安全保障法学の論点は憲法や国際法など、他の法学分野でも議論されるものがある。その意味で
重複は否めない。憲法から派生したと見て、さらに対外関係法とリンク ことに思いをはせると、安全保障権限は憲法や行政法と った国内 あるいは国家権力と人民との関係 いった古典的な公法分野にはなじまない法分野との認識が、まずある 法の支配というとき、人民の権利義務に直接かかわることの少ない安全保障分野でそれはどのように貫徹するのかといった問題で 。そもそも法の支配がなくてもよいとの考えもあろう。しかし、民主主義を原理とすれば こ 分野にも の支配は根本になければならない。そこでの法には国際法も入る そこに安全保障法学 意義があるとみるこ もできよう。
安全保障法学が軍事を憲法的視点から分析するものである以上、シビリアン・コントロールが憲法価値として議
論されてよいように思われる。
）（（（
（
平和維持活動の増加に対する軍人の思いを分析し、軍が市民社会に対応し市民の
支えを基調としている文化を指摘したものがあるが、
）（（（
（
市民社会とは異質の
軍を立憲的にあるいは法の支配でどう
三一三
アメリカの安全保障法学の体系―安全保障法学構築のための予備的考察

（都法五十五
-
二）
統制するかの議論は不可欠である。
また、安全保障機関の組織法が議論されていない。安全保障法学が対象とする実定法は規制権限を授権する法だ
けではなく、組織の設置法規定もある。例えば国土安全保障省は
H
om
elandSecurityA
ct （国土安全保障法）によっ
て設置されたが その組織原理 熱心に論究されていない。
N
S
法は
N
SC
を設置し、
CIA
などの諜報機関を設け、
統合参謀長を設置するなど、安全保障機関の改革法であるが、
）（（（
（
そうした点はさほど論及されない。機能、あるいは
作用法に習熟し、組織法に関心は低いようである。もっとも、諜報機関をはじめ安全保障機関の再編や改革は政策としては関心が高い。
安全保障プロセスとして、大統領の政策決定過程の分析 なされ、議会やメディア、
N
G
O
を含むアクターの構
成や権限が言及される。
）（（（
（
その中心は
N
SC
であり、大統領府（
EO
P ）である。ただわが国のような組織法として議
論はされておらず、安全保障政策決定への関与や権限といったダイナミズムでとらえる。わが国でいえば作用法的なイメージであり、アメリカの安全保障法学は安全保障を かに効率的にかつ民主的に そして法の支配を基として立憲的に実現するかに究極の目的 あると察せられる。安全保障法は手続法だ（
J.B ベイカーaker ）といわれるのも、そ
の点にあるのかもし ない。
）（（（
（
いずれにせよ、安全保障と憲法の視点を基本とし、法学としての目的を両者の関係の議論に習熟させる。特に人
権保障と 関係である。アメリカは なるほど制憲時からこの緊張 係をずっと持ち続けているといえる。
）（（（
（
法律
の根拠なく大統領固有の安全保障権限の行使として人権を制限した例もあるけれども、立法の歴史も古 。一七九八年にワシントンはフランスとの戦争に備えて、
TheA
lienandSeditionA
ct （外国人治安法）を制定している。南
北戦争時、リンカー 安全保障権限の大胆 行使は有名で、
H
abeasCorpus （人身保護令状
：
H
C ）を停止するも、
三一四
一九六三年には、議会は戦時での
H
C
の停止を認めるとともに、拘禁権限を大統領に認めている（
TheH
abeasCor-
pusA
ct ） 。第一次大戦時には
TheEspionageandSeditionA
ct （スパイ治安法）を制定し、第二次大戦時には大統領
命令で日系人を強制収容している。テロとの戦争では愛国者法（通称）を制定している。こうした立法は規制と刑事法規制を含み安全保障法と 法学の対象 なりうる。
諜報の法制度が安全保障法学の大きな分野を占めているのが目を引く。安全保障は諜報を前提とする点と、特に
一九七〇年代以降重視されるよう なった、国家の諜報活動を統制し、人権保障を確保する点から、法の十分関知するところとなる。日本にもインテリジェンスの法制度が確立し、学問の対象として科学的に議論でき ようになければならないであろう。六
　
むすびにかえて
アメリカの安全保障法学は一見、憲法や国際法さらに軍 や行政法をつまみ食いした感じ ある。しかし、安全
保障という憲法の価値原理に根差した き、それに固有の法体系を構築させる意義 十分に汲み取れる。極言すれば、安全保障法は安全保障の利益の実現と維持に関する法といえ 。
その前提は、安全保障は法をツールとしているとの原理である。法律を執 する部分もあるが、その法律とは政
治的合意としての政策目的に結実した法である。それ自体国民の権利義務を具体的に規定するものは少なく、司法権の対象にはなりにくい。 と が密接にリンクするということは、安全保障も法の支配そして民主的統制に服するというこ である。ベイカーがいうよう 、安全保障は自由と人 を基調とする立憲主義を防御すること
三一五
アメリカの安全保障法学の体系―安全保障法学構築のための予備的考察

（都法五十五
-
二）
であり、その仕組みや権限の所在、権限行使の手続は、憲法から始まって議会の制定法、さらに命令、そして国際法に羈束されているのであり、
）（（（
（
そこに法学としての成立意義をみるものである。
本稿では、アメリカの安全保障法学を概観することで、安全保障法のイメージを描くことを試みた。日本で安全
保障法学を構築するにはどのような体系立てが必要か。アメリカの議論を基盤としたうえで、考察していく必要がある。これは次なる課題である。
ダイクスらのテキストはいう。
）（（（
（
「 （本書で述べたことについて）われわれは常に政治的あるいは思想的に中立であ
り続けてい と主張することはできな しかし、われわれはあらゆる重要な問題についてバランスのとれた見解を提起するように奮闘してきた。なぜならば、書 れた言葉の説得力を真剣にとらえている である。安全保障はあまりに重要すぎて、 「保守的」でも「自由主義的」でも任せておくことはできない。良 法的分析もまた然りである」 。こうした見解を共有することから 安全保障法学は立ち上げられなければなるまい。
安全保障が立憲国家にとって第一 責務 あると考えたとき、日本国憲法下ではその体系的な法分析がなされて
こなかった。法学教育レヴェルにまで浸透したアメリカの安全保障法学を目のあたりにすると 、文明開化に似た衝撃を覚える。わが国の安全保障への脅威が増 なか、これへの対処と人権保障を基軸とした安全保障法学の構築がなされなければならない ではなかろ か。（
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 1 （
4th ed. 2007 ）.
（
2）　
大石眞『憲法講義Ⅰ
　
第三版』
（有斐閣、二〇一四年）三三―三五頁。
（
3）　
集
団
的
自
衛
権
を
前
提
と
し
た
自
衛
隊
の
行
動
の
た
め
に
法
を
再
構
成
す
べ
き
と
訴
え
る
も
の
と
し
て、
柳
井
俊
二「
安
全
保
障
の
法
的
基
盤の再構築」上智法学論集五二巻四号一頁、二〇〇九年。
三一六
（
4）　
直近の
立法で
は、
「原
子力規
制委員
会は、国
民の生
命、健康
及び財
産の保
護、環境
の保全
並びに
わが
国の安
全保障
に資す
る
た
め、
原
子
力
利
用
に
お
け
る
安
全
の
確
保
を
図
る
こ
と（
原
子
力
に
係
る
製
錬、
加
工、
貯
蔵、
再
処
理
及
び
廃
棄
の
事
業
並
び
に
原
子
炉
に
関
す
る
規
制
に
関
す
る
こ
と
並
び
に
国
際
約
束
に
基
づ
く
保
障
措
置
の
実
施
の
た
め
の
規
制
そ
の
他
の
原
子
力
の
平
和
的
利
用
の
確
保
の
ための規制に関することを含む。
）を任務とする。
」（原子力規制委員会法三条）がある。
（
5）　
国家安全保障基本法草案、平成二四年七月四日。
https://w
w
w
.jim
in.jp/policy/policy_topics/pdf/seisaku-137.pdf
（
6）　「国家の第一義的な責任は、国境線の内側で人々が安心安
全に暮らせる生活を守ることで…外交と軍事力が安全保障の車
の
両
輪
」
と
さ
れ
る。
柳
淳『
外
交
入
門
』（
時
事
通
信
社、
二
〇
一
四
年
）
二
〇
二
頁。
フ
ェ
デ
ラ
リ
ス
ト（
Ｊ・
ジ
ェ
イ、
第
三
篇
）
は
い
う。
「およ
そ賢明
にして
自由な
市民と
して関
心を
払うべ
きは数
多くあ
るが、な
かでも
自分た
ちの安
全をい
かにし
て保
障する
かとい
う問
題が第
一の
問題た
るべき
であろ
う。
（安全
の問題
とは）
外国の
軍隊お
よび圧
力から
来る危
険、およ
び国内
的原因
に
基
づ
く
同
様
の
危
険
に
対
し
て、
国
内
の
平
穏
と
を
保
持
す
る
た
め
の
安
全
保
障（で
あ
る
）」（
強
調
略
）。
Ａ・
ハ
ミ
ル
ト
ン、
Ｊ・
ジ
ェ
イ、
Ｊ・
マ
デ
ィ
ソ
ン
／
齋
藤
眞・
武
則
忠
見
訳『
ザ・
フ
ェ
デ
ラ
リ
ス
ト
』（
福
村
書
店、
一
九
九
一
年
）
一
一
頁。
マ
デ
ィ
ソ
ン（
第
四
一
篇）
は、
「外
国か
らの
危険
に対
する
保障
は、政
治社
会の
根本
目的
のひ
とつ
であ
る。こ
れは
アメ
リカ
連邦
の正
当に
認め
られ
た
不可欠の目的である」とする。同上書、一九九頁。
（
7）　
国
防
や
外
交
と
い
っ
た
安
全
保
障
の
コ
ア
な
部
分
が
行
政
法
で
観
念
す
る
行
政
と
は
必
ず
し
も
言
い
難
く、
憲
法
六
五
条
の「
行
政
権
」
か
ら帰
結さ
れる
執行
権に
関す
る法
と観
念す
るの
が適
切で
あろ
う。富
井幸
雄『海
外派
兵と
議会
』（成
文堂、
二〇
一三
年）
三六
－
五五頁。
（
8）　
ア
メ
リ
カ
建
国
者
の
一
人、
ハ
ミ
ル
ト
ン
は、
す
で
に
こ
れ
を
認
識
し
て
い
る。
「
外
的
危
険
か
ら
安
全
で
あ
る
こ
と（
safety ）
は、
国
家
の行
動を
最も
強力
に導
くも
ので
ある。
自由
な意
思へ
の熱
烈な
愛で
さえ
も、時
がた
てば、
この
導く
もの
に道
を譲
るで
あろ
う。
戦
争
に
付
随
す
る
生
命
や
財
産
の
暴
力
的
な
破
壊
や、
継
起
す
る
危
険
状
態
に
と
も
な
う
継
続
す
る
努
力
と
警
戒
は、
自
由
に
最
も
執
着
す
る
国
民
を
し
て、
そ
の
市
民
的
政
治
的
権
利
を
破
壊
す
る
傾
向
を
も
つ
制
度
に、
休
息
と
安
全
の
た
め
に、
訴
え
ざ
る
を
え
な
く
さ
せ
る。
よ
り
安
全
で
あ
る
た
め
に、
つ
い
に
は、
彼
ら
は、
よ
り
自
由
で
な
い
こ
と
の
危
険
を
冒
す
の
を
欲
す
る
よ
う
に
な
る
」。
T
H
E F
E
D
E
R
A
L
IST N
O. 8, 
at 67(A
. H
am
ilton)(C
linton R
ossiter ed. 1961). Ａ・
ハ
ミ
ル
ト
ン
他、
前
掲（
6）
書、
三
四
頁（
ザ・
フ
ェ
デ
ラ
リ
ス
ト
第
八
篇
）、
参照。
（
9）　
筆者は二〇一三
―一四年、
U
niversity of V
irginia School of L
aw
の
C
enter for N
ational Security L
aw
に客員研究員として勉
強する機会を得た。
John N
orton M
oore
と
R
obert T
urner から親切なご指導を受けた。本稿はそこでの研究の成果の一部で
ある。
三一七
アメリカの安全保障法学の体系―安全保障法学構築のための予備的考察

（都法五十五
-
二）
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V
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ladeck, Is “N
a
tion
a
l S
ecu
rity L
a
w
” In
h
eren
tly P
a
ra
d
ox
ica
l? , 1 N
A
T
’L S
E
C. L
. B
R
IE
F 11, 11(2010).
（
15）　
Sillim
an, su
p
ra
 note 11 at 161-2.　
名称は変わっても、成長する共産主義の脅威に焦点が置かれたが、国内外の安全保障
に関する広い論点をカバーするようになっていく。
Id
. at 161.
（
16）　
安
全
保
障
の
領
域
で
法
律
家
の
研
修
を
行
う
こ
と
も
主
眼
と
し
て
お
り、
法
律
家
が
安
全
保
障
の
健
全
な
維
持
発
展
を
担
う
と
の
信
念
に
基
づく。
John N
orton M
oore, S
eries E
x
a
m
in
e N
a
tion
a
l S
ecu
rity, 73 A
B
A
 J. 104 （
1987).
（
17）　
R
ichard E
. F
riedm
an, O
u
r M
ission
, T
h
en
 a
n
d
 N
ow
, in N
A
T
IO
N
A
L S
E
C
U
R
IT
Y L
A
W
 F
IF
T
Y Y
E
A
R
S O
F T
R
A
N
SF
O
R
M
A
T
IO
N: A
N A
N
T
H
O
L
O
G
Y 
3, 7(A
B
A
 Standing C
om
m
ittee on L
aw
 and N
ational Security, 2012).
（
18）　
E
lizabeth R
indskopf P
arker, W
h
y a
 Jou
rn
a
l of N
a
tion
a
l S
ecu
rity L
a
w
 &
 P
olicy?  1 J. N
A
T
’L S
E
C. L
. &
 P
O
L’Y 1(2005).　「わ
れ
わ
れ
が
対
外
的
脅
威
と
国
内
の
浸
食
の
双
方
か
ら
持
ち
こ
た
え
る
立
憲
シ
ス
テ
ム
を
維
持
し
よ
う
と
す
る
な
ら、
法
と
安
全
保
障
は
同
一
歩
調
を
取
ら（
go hand in hand ）
な
け
れ
ば
な
ら
な
い。
わ
れ
わ
れ
の
法
共
同
体
は、
憲
法
の
制
約
内
で、
国
内
外
で
機
能
し、
そ
れ
で
い
て
プ
ラ
グ
マ
テ
ィ
ッ
ク
で
効
果
的
な
新
た
な
安
全
保
障
の
教
義
と
体
系
を
構
築
す
る
根
本
的
な
役
割
を
持
た
な
け
れ
ば
な
ら
な
い。
そ
の
た
め
に
は、
安
全
保
障
の
実
務
専
門
家
た
る
人
々
と
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
を
持
た
な
け
れ
ば
な
ら
な
い。
こ
の
二
つ
の
集
団
は、
わ
れ
わ
れ
の
権
利
や
自
由
を
無
視
す
る
こ
と
な
く、
安
全
保
障
上
の
脅
威
を
表
明
す
る
創
造
的
手
法
を
確
立
す
る
た
め
に、
協
働
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」。
Id
. at 
3.
（
19）　
John N
orton M
oore, L
a
w
 a
n
d
 N
a
tion
a
l S
ecu
rity, F
O
R
E
IG
N A
F
FA
IR
S, 1973, at 408.
（
20）　
ほ
か
に
対
外
関
係
法（
F
oreign R
elations and N
ational Security L
aw
）
や
反
テ
ロ
法
の
ケ
ー
ス
ブ
ッ
ク
も
入
る
で
あ
ろ
う。
Sillim
an, 
su
p
ra
 note 11 at 164.　
対外関係法は、外交権（
foreign affairs pow
er ）に関する大統領と議会のそれぞれの権限と関係（戦
争権
限を
含む
）、連
邦と
州の
関係、
条約
とい
った
憲法
上の
議論
と、慣
習国
際法
のア
メリ
カ法
での
位置
づけ
とい
った、
憲法
の
三一八
特定部分とその判断に関する司法権の限界論も含めた法学分野といえる。
C
U
R
T
IS A
. B
R
A
D
L
E
Y A
N
D J
A
C
K L
. G
O
L
D
SM
IT
H, F
O
R
E
IG
N 
R
E
L
A
T
IO
N
S L
A
W
(4
th  ed. 2011).
（
21）　
D
ycus, su
p
ra
 note 12 at 45.
（
22）　
Id
. at 48.　
ア
メ
リ
カ
で
は
安
全
保
障
に
お
け
る
法
律
家
の
責
任
の
重
要
性
が
説
か
れ
て
お
り、
今
後
わ
が
国
で
も
共
有
さ
れ
て
く
る
も
の
と推測する。
（
23）　
C
N
SL
は
毎
年、
2週
間
の
安
全
保
障
法
セ
ミ
ナ
ー（
N
ational Security L
aw
 Institute ）
を
実
施
し
て
い
る。
筆
者
は
二
一
回
目
と
な
る
二
〇
一
三
年
六
月
に
参
加
す
る
栄
を
得
た。
一
コ
マ
九
〇
分
で
計
四
三
コ
マ
の
授
業
を、
政
府
や
軍
の
人
間
を
含
む
第
一
線
の
講
師
で
実
施
す
る。
学
生
は
軍
法
務
関
係
者
を
は
じ
め
二
十
数
名
位
で、
カ
ナ
ダ
や
タ
イ
か
ら
も
参
加
者
が
あ
っ
た。
そ
の
と
き
の
授
業
の
題
目
は
以
下
の
と
お
り
で
あ
る。
1安
全
保
障
と
世
界
秩
序
へ
の
理
論
的
ア
プ
ロ
ー
チ、
2戦
争
を
理
解
す
る、
3紛
争
管
理
に
関
す
る
国
際
法
の
展
開、
4紛
争
管理
の制
度様
式、
5・
6国際
関係
にお
ける
武
力行
使、
7戦争
犯
罪と
その
告発、
8討
論
：イラ
ク
の自
由作
戦の
法
政策
問題、
9・
10ベ
ト
ナ
ム
戦
争
の
神
話
と
教
訓、
11安
全
保
障
権
限
と
憲
法
上
の
戦
争
権
限、
12憲
法
上
の
戦
争
権
限
と
戦
争
権
限
法、
13国
際
法
お
よ
び
ア
メ
リ
カ
憲
法
で
の
条
約
権
限、
14外
国
諜
報
監
視
法（
F
ISA
）、
15生
物
脅
威
へ
の
法
的
対
応、
16遠
隔
生
物
測
定
確
認
の
時
代、
17
修
正
4、
5条
の
下
で
の
安
全
保
障
問
題、
18テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー、
プ
ラ
イ
バ
シ
ー、
安
全
保
障、
19国
際
組
織
犯
罪、
20国
際
テ
ロ
リ
ズ
ム、
21国
内
テ
ロ
リ
ズ
ム、
22大
量
破
壊
兵
器
拡
散
ト
の
戦
い
で
の
法
政
策、
23ア
メ
リ
カ
の
安
全
保
障
へ
の
サ
イ
バ
ー
脅
威、
24パ
ネ
ル・
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
：ア
メ
リ
カ
の
安
全
保
障
へ
の
サ
イ
バ
ー
脅
威、
25安
全
保
障
プ
ロ
セ
ス、
26国
家
安
全
保
障
会
議
の
法
顧
問
の
役
割、
27統
合
参
謀
長
の
法
顧
問
の
役
割、
28第
二
の
ボ
ス
ト
ン
殺
戮
：わ
れ
わ
れ
は
ど
こ
で
テ
ロ
と
戦
争
す
る
の
か
？
　
29海
上
安
全
保
障
法
の
現
代
的
問
題、
30法
律
書
を
戦
い
に
広
げ
さ
せ
る
：現
代
紛
争
で
の
法、
法
律
家、
そ
し
て
“law
fare ”
の
一
側
面、
31民
軍
関
係
：ア
メ
リ
カ
の
視
点、
32立
憲
主
義
概
念
は
旅
を
す
る
：ア
メ
リ
カ
の
憲
法
体
験
の
他
国
文
化
へ
の
影
響、
33・
34武
力
紛
争
法、
35交
戦
規
則、
36討
論
：
F
ISA
は
合
憲
か？、
37諜
報
共
同
体
法、
38C
IA
法
律
家
生
活
か
ら
の
教
訓、
39無
人
攻
撃
と
標
的
殺
害、
40政
府
安
全
保
障
法
律
家
の
倫
理、
41
国家秘密特権、
42・
43対テロ紛争での拘禁問題。
（
24）　
L
au
ra K
. D
on
oh
u
e, N
a
tion
a
l S
ecu
rity
 L
a
w
 P
ed
a
gogy
 a
n
d
 th
e R
ole of S
im
u
la
tion
s, 6 J. N
A
T
’L S
E
C. L
. &
 P
O
L’Y 489, 
491(2013).
（
25）　
ア
メ
リ
カ
の
軍
隊
に
は
軍
法
務
官（
Judge A
dvocate G
eneral(JA
G
) ）
と
い
う
軍
人
の
法
律
家
集
団
が
あ
り、
そ
の
た
め
の
軍
の
大
学
（
JA
G
 School ）で一定の学業を修めた後、軍法会議や軍細部の裁判（検察官や弁護士）のみな
らず、各部隊で指揮官の法務
アドヴ
ァイザ
ーとし
てキャ
リアを
積む。統
一軍事
法典を
はじめ
とする
軍法の
知識が
第一で
あるが、
調達な
どにか
かわれ
ば、
契
約
法
や
行
政
法
の
素
養
も
必
要
と
な
る。
さ
ら
に
作
戦
で
の
顧
問
と
な
れ
ば、
国
際
法
や
安
全
保
障
に
関
す
る
法
も
理
解
し
て
お
か
な
け
れ
三一九
アメリカの安全保障法学の体系―安全保障法学構築のための予備的考察

（都法五十五
-
二）
ばならない。ヴァージニアの法科大学院にアメリカ陸軍の
JA
G
 School が隣接している。
（
26）　
50 U
.S.C
.A
. §401(a)(5)(2012). 
（
27）　
C
lassiﬁed Inform
ation P
rocedures A
ct, P
ub. L
. N
o. 96-456, 94 Stat. 2025(1980).
（
28）　
Staff R
eport to the C
om
m
. on A
rm
ed Services U
.S. Senate, D
efense O
rganization: T
he N
eed for C
hange, 99
th C
ong. 1
st Sess. 
O
ct. 16, 1985, at 17.　「
こ
の
流
動
的
な
要
因
の
結
合
は、
安
全
保
障
政
策
と
外
交
政
策
は
き
わ
め
て
多
く
共
有
し
た
と
こ
ろ
が
あ
る
の
で、
両者はほとんど同じだと想定する多くの観察者があるがゆえに、十分注意する必要があ
る」とする。
Id
. 
（
29）　
K
orem
atsu v. U
nited States, 323 U
.S. 214, 223(1944).　「国の安全保障より強固な政府利益はないのは明らかで、議論の余
地がない（
obvious and unarguable ）」。
H
aig v. A
gee, 453 U
.S. 280, 307(1981).
（
30）　
C
ole v. Young, 351 U
.S. 536(1955).　
た
だ
立
法
で
は、
国
防
に
直
接
か
か
わ
る
機
関、
い
わ
ゆ
る
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
機
関
に
同
法
が
適
用
さ
れ
る
と
し
て
い
る
こ
と
か
ら、
安
全
保
障
が
限
定
的
で
あ
る
こ
と
が
わ
か
る
と
示
唆
し
て
い
る。
Id
. at 544. こ
こ
で
留
意
す
べ
き
は、
安
全
保
障
は
立
法
に
よ
っ
て
そ
れ
が
規
制
対
象
と
す
る
領
域
ご
と
で
定
義
さ
れ
う
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る。
で
あ
る
が
ゆ
え
に、
最
高
裁
は
安
全
保障の一般的な法概念を定義することはしていないともいえる。
（
31）　
U
nited States v. R
eynolds, 345 U
.S. 1(1952).　
もっとも、
state secret の特権はリンカーンとのスパイ契約の開示を否定し
た
Totten v. U
nited States, 92 U
.S. 105(1875)
がまさにその事件であったとしている。
Id
. at 11 n.26.
（
32）　
Id
. at 7-8.
（
33）　
Id
. at 10.
（
34）　
T
H
E F
E
D
E
R
A
L
IST N
O. 23, at 153(A
. H
am
ilton)(C
linton R
ossiter ed. 1961).　
フェデラリストの中には
N
ational Security
の術
語が
N
o.29 （民兵について）や
N
o.70 （執行権）にも出てくるが、
いずれもハミルトンの言である。ハミルトンと対峙して
い
た
ジ
ェ
フ
ァ
ー
ソ
ン
は、
国
内
の
製
造
業
へ
の
公
的
支
援
は
安
全
保
障
に
必
要
で
あ
る
と
認
識
し
て
い
た
と
い
う。
V
ictor S. C
lark, T
h
e 
In
flu
en
ce of M
a
n
u
fa
ctu
res u
p
on
 P
olitica
l S
en
tim
en
t in
 th
e U
n
ited
 S
ta
tes from
 1
8
2
0
 to 1
8
6
0
, 22 A
M
. H
IS
T. R
E
V. 58, 
58(1916).　
N
ational Security
は
ア
メ
リ
カ
建
国
か
ら
意
識
さ
れ
て
き
た
立
憲
概
念
で
あ
る
こ
と
は
ま
ち
が
い
な
い。
M
ark R
. Shulm
an, 
T
h
e P
rogressive E
ra
 O
rigin
s of th
e N
a
tion
a
l S
ecu
rity A
ct, 104 D
IC
K. L
. R
E
V. 289, 291(2000).
（
35）　
安
全
保
障
が
執
行
権
の
権
限
だ
と
す
る
明
文
の
規
定
は
な
い。
憲
法
二
条
は
大
統
領
に
関
す
る
規
定
で、
執
行
権
は
大
統
領
に
属
す
る（
同
条
一
節
一
項
）
と
す
る。
さ
ら
に、
軍
の
最
高
司
令
官
で
あ
る
と
し（
二
節
一
項
）、
条
約
締
結
権
を
有
し（
二
節
二
項
）、
法
律
が
誠
実
に
執
行されるよう配慮する（三節一項）
。こうした条項が斟酌される。
（
36）　
富井、前掲（
7）書、第四章、参照。
三二〇
（
37）　
司
法
の
こ
の
分
野
の
判
断
は、
執
行
権
に
対
し
て
決
定
な
拘
束
力
を
持
つ
も
の
で
は
な
い
け
れ
ど
も、
政
策
に
な
ん
ら
か
の
変
更
を
も
た
ら
す
イ
ン
パ
ク
ト
は
認
め
ら
れ
る
と
し、
こ
れ
を「
観
察
者
効
果（
observer effect ）」
と
規
定
し
て
論
じ
る
者
も
あ
る。
A
shley S. D
eeks, 
T
h
e O
bserver E
ffect: N
a
tion
a
l S
ecu
rity L
itiga
tion
, E
x
ecu
tive P
olicy C
h
a
n
ges, a
n
d
 Ju
d
icia
l D
eferen
ce, 82 F
O
R
D
A
M
 L
. R
E
V. 
827(2013).
（
38）　
ド
ノ
ヒ
ュ
ー
は
次
の
よ
う
に
認
識
し
て
い
る。
安
全
保
障
と
は「
政
治
及
び
立
憲
構
造
を、
そ
れ
が
創
設
さ
れ
た
目
的
の
観
点
か
ら
維
持
す
る
こ
と
」
で、
国
外
の
要
素
か
ら
の
み
理
解
さ
れ
る
の
で
は
な
く、
国
内
外
両
方
の
利
害
に
影
響
を
受
け
る
も
の
と
し
て
の
政
府
の
政
治
組
織
と
の
関
係
で
理
解
さ
れ
る
べ
き
と
す
る。
L
aura K
. D
onohue, T
h
e L
im
its of N
a
tion
a
l S
ecu
rity, 48 A
M
. C
R
I. L
. R
E
V. 1573, 
1585(2011).　
利
害
で
動
く
の
で、
何
が
国
益
か
を
断
言
す
る
の
に
執
行
権
が
中
心
的
な
役
割
を
果
た
す。
Id
. at 1586.　
そ
れ
は
可
変
で
あ
り、
安
全
保
障
も
こ
れ
に
規
定
さ
れ
る
と
し
て、
ア
メ
リ
カ
で
は
四
つ
の
時
期
が
あ
る
と
す
る。
第
一
期
は
建
国
期
で
あ
り、
国
家
の
生
存
に
必
要
な
政
治
組
織
を
確
立
さ
せ
る
こ
と
で
あ
る。
第
二
期
は
一
八
九
八
年
の
米
西
戦
争
以
降
で
あ
り、
ア
メ
リ
カ
が
国
際
舞
台
に
国
益
を
追
求
し
始
め
る。
第
三
期
は
一
九
三
〇
年
代
以
降
で、
成
長
す
る
全
体
主
義
へ
の
対
抗
で
あ
る。
第
四
期
は
冷
戦
崩
壊
以
降
の
今
日
で
あ
り、
対
共
産主義ではなく温暖化や国際テロといったグローバルな視点で対応する。
Id
. at 1587-89.
（
39）　
J
A
M
E
S E
. B
A
K
E
R, I N T
H
E C
O
M
M
O
N D
E
F
E
N
SE: N
A
T
IO
N
A
L S
E
C
U
R
IT
Y L
A
W
 F
O
R P
E
R
IL
O
U
S T
IM
E
S 34(2007).
（
40）　
Id
. at 19.
（
41）　
Id
. at 20-21.　「
自
由
は
安
全
保
障
の
価
値
で
あ
る。
な
ぜ
な
ら
ば、
国
家
安
全
保
障
が
執
行
権
の
内
外
と
も
に
憲
法
的
価
値
に
例
外
を
強
調
す
る
と
こ
ろ
で
は、
法
の
支
配
は
か
か
る
強
調
を、
憲
法
構
造
と
制
定
法
上
の
手
続
を
誠
実
に
執
行
す
る
こ
と
で
規
制
す
る
の
に
役
立
つ
か
らである。…要する
に、法の支配は自由と安全保障の共通の防衛を提供する」
。
Id
. at 31.　
安全保障の概念の歴史的変容を
踏
ま
え
た
把
握
と
し
て、
高
橋
杉
雄「
安
全
保
障
概
念
の
明
確
化
と
そ
の
再
構
築
」『
防
衛
研
究
所
紀
要
』
第
一
巻
第
一
号（
一
九
九
八
 年
六
月）
、一三〇
－一四五頁。
（
42）　
D
onohue, su
p
ra
 note 38 at 1580.
（
43）　
D
evelop
m
en
t in
 th
e L
a
w
: T
h
e N
a
tion
a
l S
ecu
rity In
terest a
n
d
 C
ivil L
iberties, 85 H
A
R
V. L
. R
E
V. 1130(1972).　
旅券の発給
や
公
務
員
の
忠
誠
義
務
な
ど
で
安
全
保
障
と
憲
法
の
人
権
が
問
題
と
な
る
こ
と
を
言
及
し
た
う
え
で、
人
権
と
安
全
保
障
が
最
も
衝
突
す
る
の
は、
政
府
秘
密、
国
内
反
対
者
へ
の
政
府
監
視、
緊
急
事
態
で
の
非
常
の
警
察
権
の
三
つ
だ
と
す
る。
Id
. at 1183.　
同
じ
よ
う
に
安
全
保
障
と人権
保障の
バラ
ンスと
いう視
点から、
一九八
四年に
コー
ネル大
学でシ
ンポジ
ウムが
開かれ
てい
る。
「わ
れわれ
は憲法
構造
の枠内に
それを超えるのではなく、
フィットする安全保障の
form
を追求しなければなら
ない。これのみが追及する価値
のある安全保障なのである」
。
T
hom
as I. E
m
erson, S
ym
p
osiu
m
: N
a
tion
a
l S
ecu
rity a
n
d
 C
ivil L
iberties, 69 C
O
R
N
E
L
L L
. R
E
V. 
三二一
アメリカの安全保障法学の体系―安全保障法学構築のための予備的考察

（都法五十五
-
二）
685(1984).　
このシンポジウムでは政府情報の秘密や
F
B
I の監視や捜査が扱われている。
（
44）　
法
治
主
義
は
政
府
の
諸
活
動
を
法
的
に
秩
序
づ
け
る
哲
学
だ
と
し
た
う
え
で、
行
政
法
を
侵
害
的
作
用
中
心
の
そ
れ
に
捉
え
る。
小
早
川
光
郎「
行
政
法
の
存
在
意
義
」
磯
部
力・
小
早
川
光
郎・
芝
池
義
一
編『
行
政
法
の
新
構
想
　
Ⅰ
』（
有
斐
閣、
二
〇
〇
八
年
）
一
頁。
い
い
か
え
れ
ば、
「
行
政
法
学
が、
法
解
釈
論
の
作
業
を
行
う
と
き
に
念
頭
に
置
く
行
政
活
動
は、
行
政
機
関
が
法
律
や
予
算
や
要
綱
を
執
行
す
る
活
動
」
と捉える。中川丈久「議会と行政」
、同上書、一一五頁、一五七頁。
（
45）　
行
政
法
を
ど
う
定
義
す
る
か
に
よ
る
が、
安
全
保
障
法
は
行
政
法
と
は
い
え
ま
い。
行
為
の
主
体
は
行
政
機
関
で
は
な
く、
執
行
権（
軍
や
諜
報
機
関
を
含
む
）
や
議
会
で
あ
り、
さ
ら
に
国
民
の
権
利
義
務
を
具
体
的
に
規
制
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
お
ら
ず、
し
た
が
っ
て
法
律
の
羈
束
は
行
政
行
為
ほ
ど
厳
格
で
は
な
い。
安
全
保
障
に
立
法
の
規
制
が
ど
こ
ま
で
必
要
か
は
困
難
な
問
題
で、
安
全
保
障
権
限
を
執
行
権
固
有
の
も
の
と
認
め
れ
ば、
立
法
で
何
ら
か
の
制
限
を
置
く
こ
と
は
権
力
分
立
上
の
問
題
と
な
る。
実
際
に
は、
議
会
は
安
全
保
障
に
さ
ま
ざ
ま
な
立
法
の
制
約
を
設
け
る
よ
う
に
な
っ
て
お
り、
大
統
領
の
憲
法
二
条
の
権
限
と
の
関
係
で
問
題
と
さ
れ
る
の
で
あ
る。
こ
こ
で
は
こ
れ
に
関
す
る
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
ケ
ー
ス
で
あ
る
Youngstow
n
判
決
の
一
部
を
掲
げ
て
お
く。
「
議
会
が、
大
統
領
が
直
面
し
て
い
る
危
機
の
類
型
を
ど
う
処
理
す
る
か
の
特
別
の
手
続
を
規
定
し
て
い
る
場
合、
彼
は
危
機
に
対
応
す
る
た
め
に
そ
う
し
た
手
続
に
従
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い。
し
か
し、
そ
う
し
た
議
会
に
よ
る
行
為
が
欠
如
し
て
い
る
場
合
は、
大
統
領
は
国
家
が
直
面
し
て
い
る
状
況
の
重
度
に
応
じ
て
行
動
す
る
固
有
の
権
限
を
有している」
。
Youngstow
n Sheet &
 T
ube C
o. v. Saw
yer, 343 U
.S. 579, 662(1952)(C
lark, J., concurring).　
日本国憲法でのこ
の問題につい
て、富井、前掲（
7）書、第一章、参照。
（
46）　
M
ichael J. W
oods, C
ou
n
terin
telligen
ce a
n
d
 A
ccess to Tra
n
sa
ction
a
l R
ecord
s: A
 P
ra
ctica
l H
istory of U
S
A
 P
A
T
R
IO
T
 A
ct 
S
ection
 215, 1 J. N
A
T. S
E
C. L
. &
 P
O
L’Y 37, 39(2005).
（
47）　
W
illiam
 C
. B
anks and M
.E
. B
ow
m
an, E
x
ecu
tive A
u
th
ority for N
a
tion
a
l S
ecu
rity S
u
rveilla
n
ce, 50 A
M
. U
. L
. R
E
V. 1, 10-
11(2000).
（
48）　
Shulm
an, su
p
ra
 note 34 at 290.
（
49）　
Id
. at 325-330. 「
国
家
安
全
保
障
連
盟
は
国
内
外
の
安
全
保
障
の
処
方
箋
で
時
代
の
先
端
を
走
っ
て
い
た
け
れ
ど
も、
第
二
次
大
戦
の
恐
怖
が
ア
メ
リ
カ
国
内
の
政
治
的
様
相
を
劇
的
に
変
化
さ
せ
て
し
ま
っ
た
の
で、
国
内
外
の
国
防
の
処
方
箋
の
ほ
と
ん
ど
を
国
は
取
り
入
れ
よ
う
と
し
て
い
た。
ア
メ
リ
カ
の
ジ
ェ
フ
ァ
ー
ソ
ン
的
な
軍
事
政
策（
民
兵
中
心
で
経
済
力
に
よ
る
安
全
保
障
―
筆
者
）
は
死
ん
だ。
国
内
の
安
全
保
障
の
新
ハ
ミ
ル
ト
ン
的
な
見
解
が
ア
メ
リ
カ
を
国
家
安
全
保
障
国
家
に
作
り
直
し
た。
そ
こ
で
は
戦
時
と
平
時
の
区
別
は
冷
戦
の
新
た
な
パ
ラ
ダ
イ
ム
で
浸
食
さ
れ
て
い
っ
た
の
で
あ
る
」。
Id
. at 330. ま
た、
戦
後
は
対
共
産
主
義
が
外
交
の
中
心
に
据
え
ら
れ、
そ
れ
が
国
内
に
も
波
及
し
て、
共
産
主
義
に
対
す
る
諜
報
が
さ
か
ん
と
な
っ
て、
「
国
内
諜
報
国
家
」
は
外
交
で
の
安
全
保
障
国
家
の
反
映
と
し
て
認
識
さ
れ
る。
W
il-
三二二
liam
 M
. W
iecek, “A
m
erica
 in
 th
e P
ost -W
a
r Yea
rs: Tra
n
sition
 a
n
d
 Tra
n
sform
a
tion
” , 50 S
YR
A
C
U
SE L
. R
E
V. 1203, 1210(2000).
（
50）　
C
E
N
T
E
R F
O
R N
 S
E
C
U
R
IT
Y L
A
W
, su
p
ra
 note 10 at 17.
（
51）　「この過去二
五年で安全保
障において最も
ドラマティッ
クな傾向は、議
会があまたの
新法を制定し、
執行府の裁量に
制定
法
上
の
制
約
を
置
く
こ
と
で、
決
定
プ
ロ
セ
ス
に
影
響
を
及
ぼ
す
こ
と
が
増
加
し
て
き
た
こ
と
で
あ
る。
こ
の
ポ
ス
ト・
ベ
ト
ナ
ム
の
立
法
積
極主
義の
規模
の表
れは、
「外
交関
係に
関す
る立
法」
の議
会の
公刊
が、二
五年
前は
六五
八頁
の一
巻だ
けだ
った
のが、
毎日
千五
百
頁
を
超
え
る
平
均
三
巻
も
の
厚
み
に
変
わ
っ
た
こ
と
で
あ
る。
あ
る
者
は、
こ
れ
は「
ウ
オ
ー
タ
ー
ゲ
ー
ト
」
と
一
般
に
カ
テ
ゴ
ラ
イ
ズ
さ
れ
る
濫
用
と
ベ
ト
ナ
ム
の
悲
劇
に
対
す
る
積
極
的
な
対
応
と
し
て、
議
会
の
役
割
を
高
め
た
も
の
だ
と
み
れ
ば、
ま
た
あ
る
者
は
同
じ
よ
う
に
真
摯
に、
議
会
は
そ
の
憲
法
上
の
権
限
を
越
え
て
そ
の
過
程
で
国
の
安
全
を
脅
か
す
と
反
論
す
る
。
こ
の
議
論
で
立
場
が
い
か
な
る
も
の
で
あ
れ、
こ
の
領
域
で
の
お
び
た
だ
し
い
量
の
新
法
は、
安
全
保
障
法
の
研
究
を、
ア
メ
リ
カ
の
安
全
保
障
プ
ロ
セ
ス
を、
ア
メ
リ
カ
政
府
が
新
た
な
世
紀
に
入
る
よ
う
に
理
解
し
よ
う
と
す
る
者
に
は
不
可
欠
に
し
た
」。
J
O
H
N N
O
R
T
O
N M
O
O
R
E A
N
D R
O
B
E
R
T F. T
U
R
N
E
R, E
D
S., N
A
T
IO
N
A
L S
E
-
C
U
R
IT
Y L
A
W
 xxxviii (2
nd  ed. 2005).　
 S
ee also, E
R
IC E
. P
O
SN
E
R &
 A
D
R
IA
N V
E
R
M
E
U
L
E, T
H
E E
X
E
C
U
T
IV
E U
N
B
O
U
N
D: A
F
T
E
R T
H
E M
A
D
ISO
N
I-
A
N R
E
P
U
B
L
IC 85(2010).
（
52）　
B
A
K
E
R, su
p
ra
 note 39 at 16-17.　
安
全
保
障
の
定
義
の
議
論
を
渉
猟
し
て、
「
法
的
に
は
政
策
に
お
い
て
ほ
ど
一
義
的
に
は
認
識
で
き
な
い
」
と
す
る。
Id
. at 18. も
っ
と
も、
共
有
さ
れ
る
要
素
は
あ
り、
そ
れ
は
物
理
的
安
全、
強
制
か
ら
の
自
由
で
あ
る
と
し、
定
義
は
困
難
で
あ
る
け
れ
ど
も、
「
安
全
保
障
の
有
意
な
定
義
に
は
全
包
含
的
な
自
由
に
よ
っ
て
sound bite （
簡
潔
に
要
を
得
て
い
る
た
め
に
引
用
さ
れ
る
短
い表現―筆者）の議論で言及される、物理的要素と価値的要素の、二つの不可欠な要素がある」とする。
Id
. at 19, 20.　
ア
カデミックな定義は困難であるも、政策をはじめ現実の立憲政治では基本的価値として立論されている。
（
53）　
マ
デ
ィ
ソ
ン
は
い
う（
フ
ェ
デ
ラ
リ
ス
ト
第
四
一
篇
）。「
安
全
保
障
の
手
段
は、
攻
撃
の
手
段
と
攻
撃
の
危
険
と
に
よ
っ
て
の
み、
は
か
る
ことができる」
。ハミルトン他、前掲（
6）書、一九九頁。
（
54）　
執行権の作用と法の関係については、富井、前掲（
7）書、第一章、参照。
（
55）　
安全保
障は、
「憲法
はほと
んど言
わず、論
争が後
を絶た
ず、司法
的解決
がまれ
で、した
がって
利害関
係が高
い」領
域であ
る。
P
atricia L
. B
ellia, E
x
ecu
tive P
ow
er in
 Youngstow
n's S
h
a
d
ow
s, 19 C
O
N
ST. C
O
M
M
E
N
T.87, 90 （
2002 ）. この点、日本国憲法は
内閣の
職務と
して「外
交関係
の処理
」を明
文で規
定して
いる（
七三条
二号）
。こ
れが外
務関係
では内
閣の専
権を意
味する
の
か、国会の関与がどこまで及ぶかが問題となるが、わが国の公法学ではさほど論じられていない。
（
56）　
T
H
E F
E
D
E
R
A
L
IST N
O. 37, at 226 (Jam
es M
adison) (C
linton R
ossiter ed. 1961).
（
57）　
H
A
R
O
L
D H
O
N
G
JU K
O
H, N
A
T
IO
N
A
L S
E
C
U
R
IT
Y C
O
N
ST
IT
U
T
IO
N 72(1990).　
安
全
保
障
権
限
が
三
権
の、
と
り
わ
け
大
統
領
と
議
会
の
共
有
三二三
アメリカの安全保障法学の体系―安全保障法学構築のための予備的考察

（都法五十五
-
二）
（
shared ）
で
あ
る
と
は
通
説
で
あ
る。
「
憲
法
と
立
法
が
大
統
領
に
権
限
を
与
え
る
と
同
時
に、
そ
れ
は
ま
た
彼
の
権
限
を
制
限
し、
特
に
執
行
府
と
立
法
府
の
間
で
分
離
さ
れ
る
と
と
も
に、
共
有
さ
れ
る
安
全
保
障
権
限
の
定
型
及
び
非
定
型
の
行
使
に
よ
っ
て
な
さ
れ
る。
こ
の
立
憲
的
構
造
の
み
が
両
機
関
の
間
の
意
義
の
あ
る
相
互
作
用（
interplay ）
を
提
供
し、
ア
カ
ウ
ン
タ
ブ
ル
な
安
全
保
障
プ
ロ
セ
ス
を
規
定
す
る
の
で
あ
る
」。
M
O
O
R
E A
N
D T
U
R
N
E
R, su
p
ra
 note 51 at 914(B
aker).　
B ベイカー
aker は、
一
般
に
は
薄
く
み
ら
れ
る
司
法
権
も
安
全
保
障
に
は
大
き
な
役
割
を
果
た
し
て
い
る
と
す
る。
Id
. at 915-16.　
な
お
ハ
ー
ト
上
院
議
員
は、
安
全
保
障
は
党
派
性
に
な
じ
ま
ず、
憲
法
上
戦
争
と
い
っ
た
困
難
な
問
題
に
義
務
を
果
た
し
づ
ら
い
と
い
う。
N
a
tion
a
l S
ecu
rity a
n
d
 th
e C
on
stitu
tion
: A
 D
ia
logu
e w
ith
 S
en
a
tor G
a
ry 
H
a
rt a
n
d
 A
la
n
 S
im
p
son
, 43 I D
A
H
O L
. R
E
V. 7, 21-22(2007).　
 B
ut see, E
dm
und S. M
uskie, C
on
gress a
n
d
 N
a
tion
a
l S
ecu
rity, 
28 V
A. J. I N
T
'L L
. 949 (1988).
（
58）　
K
O
H, su
p
ra
 note 57 at 74.
（
59）　
制憲者は外交に権力分立原理による均衡と統制をはかったと
し、最高司令官の権限は戦争開始後の軍の運用に限定され、
議
会
の
宣
戦
権
は
形
式
だ
け
で
は
な
く
広
く
戦
争
の
開
始
の
決
定
権
を
含
み、
上
院
は
条
約
締
結
に
積
極
的
に
参
与
す
る
こ
と
が
も
く
ろ
ま
れ
た
と
す
る。
B
ruce Stein, N
otes on
 P
resid
en
tia
l F
oreign
 P
olicy P
ow
ers: T
h
e F
ra
m
ers’ In
ten
t a
n
d
 th
e E
a
rly Yea
rs of th
e 
R
ep
u
blic, 11 H
O
F
ST
R
A L
. R
E
V. 413, 422-3, 426, 430, 448, 457(1982).　
ここで制憲者意思とは、連合規約（
A
rticles of C
onfed-
eration ）、
制
憲
者
の
政
治
信
条、
制
憲
会
議、
憲
法
条
文
を
素
材
と
し
て
い
る。
た
だ、
特
定
の
論
点
に
つ
い
て
制
憲
者
意
思
を
一
義
的
に
確
定
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
と
し
て
い
る。
Id
. at 510. も
っ
と
も、
制
憲
者
意
思
の
解
釈
は
そ
れ
自
体
大
き
な
論
争
点
で
あ
る。
富
井、
前掲（
7）書、第四章、参照。
（
60）　
ブ
ッ
シ
ュ
大
統
領
が
出
し
た
安
全
保
障
大
統
領
指
令（
N
ational Security P
residential D
irectives(N
P
D
s), F
eb.13, 2001 ）
は、
安
全
保
障
は、
ア
メ
リ
カ
の
防
衛
と、
ア
メ
リ
カ
の
立
憲
政
体
の
保
護
と、
国
際
社
会
で
の
ア
メ
リ
カ
の
利
益
を
増
進
さ
せ
る
こ
と
を
含
む
と
し、
安
全
保
障
は
ま
た、
世
界
経
済
で
の
ア
メ
リ
カ
の
繁
栄
の
機
会
に
依
拠
す
る
と
す
る。
ア
メ
リ
カ
経
済
の
発
展
も
安
全
保
障
に
か
か
わ
る
と
し
ている。
（
61）　
P
eter R
aven-H
ansen, Stephen D
ycus, and W
illiam
 C
. B
anks,  A
 B
rief H
istory
 of th
e F
ield
 of N
a
tion
a
l S
ecu
rity
 L
a
w
, in 
A
B
A
, su
p
ra
 note 17 at 31.　
本節の以下の記述はこれを基としている。
（
62）　
L
ieber C
ode
に
つ
い
て
は、
富
井
幸
雄「
T
argeted K
illing
の
合
憲
性（
下
）」
法
学
会
雑
誌
五
四
巻
二
号
七
一
頁、
七
八
頁、
九
六
頁
注
（
99）。
（
63）　
G
E
O
R
G
E S
U
T
H
E
R
L
A
N
D, C
O
N
ST
IT
U
T
IO
N
A
L P
O
W
E
R A
N
D W
O
R
L
D A
F
FA
IR
S(1919).
（
64）　
Sarah H
. L
udington, T
h
e D
ogs d
id
 n
ot B
a
rk: T
h
e S
ilen
ce of L
ega
l A
ca
d
em
ie d
u
rin
g W
orld
 W
a
r 
Ⅱ
, 60 J. L
E
G
A
L E
D
U. 396, 
三二四
400(2011). こ
の
論
文
は、
ア
メ
リ
カ
の
法
学
者
が、
第
二
次
大
戦
時
プ
レ
ッ
シ
ャ
ー
を
受
け
な
が
ら
も
重
要
な
国
内
問
題
に
積
極
的
に
コ
ミ
ットしてきたと評価し、この伝統は九・一一の時でも表れているとする。
Id
. at 432.
（
65）　
アメリカ戦争権限の議論と展開については、富井、前掲（
7）書、第四章、参照。
（
66）　
H
.D
. L
A
SSW
E
L
L, N
A
T
IO
N
A
L S
E
C
U
R
IT
Y A
N
D I N
D
IV
ID
U
A
L F
R
E
E
D
O
M
 (1950).
（
67）　
M
orton H
. H
alperin, N
a
tion
a
l S
ecu
rity a
n
d
 C
ivil L
iberties, F
O
R
E
IG
N P
O
L
IC
Y, N
o. 21 (W
inter, 1975-1976), at. 125-160. 「安
全保障の主張には権限の濫用（
abuse of pow
er ）をカバーするように使用されるものではなかった」
。
Id
. at 128-129.　
人権
と安全
保障
のバラ
ンスで
あり、こ
れには
人権や
手続に
習熟し
た憲法
の専門
家と、外
交や防
衛とい
った安
全保障
の専
門家の、
両者の均衡の取れた交流が必要である
ところ、第二次大戦後これは効果的にはなされてこなかった。
Id
. at 130.　
彼は、同
時
期
に
F
B
I や
C
IA
な
ど
が
違
法
な
電
子
的
監
視
を
行
っ
て
い
た
の
を
糾
弾
し
て
い
る。
M
O
R
T
O
N H
. H
A
L
P
E
R
IN A
N
D J
E
R
R
Y B
E
R
M
A
N
 A
T
 A
L
S., 
T
H
E L
A
W
L
E
SS S
T
A
T
E: T
H
E C
R
IM
E
S O
F
 T
H
E U
.S. I N
T
E
L
L
IG
E
N
C
E A
G
E
N
C
IE
S (1977).
（
68）　
T
ung Yin, T
h
e Im
p
a
ct of th
e 9 ・
11 A
tta
cks on
 n
a
tion
a
l S
ecu
rity L
a
w
 C
a
sebook, 19 S
T. T
H
O
M
A
S L
. R
E
V. 157(2006).　
彼は
N
ational Security L
aw
の
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
で、
九・
一
一
後
の
軍
事
法
的
ア
プ
ロ
ー
チ
に
着
目
し
て
い
る。
T
ung Yin, In
trod
u
ction
 to 
N
a
tion
a
l S
ecu
rity L
a
w
, 16 T
R
A
N
SN
A
T
'L L
. &
 C
O
N
T
E
M
P. P
R
O
B
S. 769 (2007).
（
69）　
M
oore
らのケースブックでは取り扱いが少なく、分析できていないと批判している。
Yin, su
p
ra
 note 68 at 193.　
主要な
ケ
ー
ス
ブ
ッ
ク
が
こ
う
し
た
論
点
へ
割
い
た
割
合
に
つ
い
て、
see, id
. at 164.　
な
お、
「
安
全
保
障
法
は
各
国
が
そ
の
政
府、
価
値、
そ
し
て
ま
さ
に
そ
の
生
存
へ
の
脅
威
を
扱
う（
handle ）
方
法
を
確
立
さ
せ
る
」
と
し
た
う
え
で、
九・
一
一
後、
西
洋
諸
国
や
ア
ジ
ア
の
一
部
の
国
が
同
じ
よ
う
な
テ
ロ
立
法
を
採
択
し
て
い
る
こ
と
に、
安
全
保
障
法
が
国
家
法
レ
ベ
ル
で
は
な
く
比
較
法
や
国
際
法
で
議
論
さ
る
べ
き
と
も
指
摘
さ
れ
る
。
K
im
 L
an
e S
ch
ep
p
ele, T
h
e In
tern
a
tion
a
l S
ta
n
d
a
rd
iza
tion
 of N
a
tion
a
l S
ecu
rity
, 4 J. N
A
T
’L S
E
C. L
 &
 P
O
L’Y 
437(2010).　
 S
ee also, F
letcher N
. B
aldw
in Jr., and D
aniel R
yan K
oslosky, M
ission
 C
reep
 in
 N
a
tion
a
l S
ecu
rity L
a
w
, 114 W
. 
V
A. L
. R
E
V. 669(2012).
（
70）　
D
avid B
. Sentelle, N
a
tion
a
l S
ecu
rity L
a
w
: M
ore Q
u
estion
s th
a
n
 A
n
sw
ers, 31 F
L
A. S
T. U
. L
. R
E
V. 1(2003). 
（
71）　
C
H
A
R
L
E
S A
 S
H
A
N
O
R
 A
N
D L
. L
YN
N H
O
G
U
E, N
A
T
IO
N
A
L S
E
C
U
R
IT
Y A
N
D M
IL
IT
A
R
Y L
A
W
 IN
 A N
U
T
SH
E
L
L 35(2003).
（
72）　
M
O
O
R
E A
N
D T
U
R
N
E
R, S
u
p
ra
 note 51.
（
73）　
B
A
K
E
R, su
p
ra
 note 39.　
ベ
イ
カ
ー
は
ア
メ
リ
カ
空
軍
控
訴
裁
判
所
の
判
事
で
あ
る
と
と
も
に、
ジ
ョ
ー
ジ
タ
ウ
ン
大
学
で
安
全
保
障
法
を講
じ、政
府の
安全
保障
法の
顧問
もし
てい
る。同
書は
安全
保障
法ロ
イヤ
ーを
意識
した
テキ
スト
であ
る。
「法
は三
つの
点で
安
全
保
障
に
不
可
欠
で
あ
る。
法
は
わ
れ
わ
れ
の
安
全
を
可
能
に
す
る。
法
は
わ
れ
わ
れ
の
自
由
の
盾
と
な
る。
そ
し
て
法
は
わ
れ
わ
れ
の
努
力
三二五
アメリカの安全保障法学の体系―安全保障法学構築のための予備的考察

（都法五十五
-
二）
の効率と適法をどう価値づけるかの手続とフレームワークを提供する」
。
Id
. at 23.
（
74）　
Id
. at xi.
（
75）　
V
ladeck, su
p
ra
 note 14 at 11-14.
（
76）　
S
T
E
P
H
E
N D
YC
U
S E
T
 A
L
S, C
O
U
N
T
E
R
T
E
R
R
O
R
ISM
 L
A
W
(2005); G
R
E
G
O
R
Y E
. M
A
G
G
S, T
E
R
R
O
R
ISM
 A
N
D
 T
H
E L
A
W
: C
A
SE
S A
N
D M
A
T
E
R
IA
L
S(2005); 
W
A
YN
E M
CC
O
R
M
A
C
K, L
E
G
A
L R
E
SP
O
N
SE
S T
O T
E
R
R
O
R
ISM
(2
nd  ed. 2008); N
O
R
M
A
N A
B
R
A
M
S, A
N
T
I-T
E
R
R
O
R
ISM
 A
N
D C
R
IM
IN
A
L E
N
F
O
R
C
E
M
E
N
T(3
rd  
ed. 2008); V
IC
T
O
R
IA S
U
T
T
O
N, L
A
W
N
 A
N
D B
IO
T
E
R
R
O
R
ISM
(2003).　
 S
ee also, John D
. B
ecker, N
a
tion
a
l S
ecu
rity L
a
w
 in
 th
e P
ost -9-
11 W
orld
: A
 S
u
rvey of R
ecen
t L
ega
l M
a
teria
ls, 31 D
E
N
V. J. I N
T
’L L
. &
 P
O
L’Y 629(2003).
（
77）　
B
anks, su
p
ra
 note 13 at 36.　
B
anks
が主催する
Syracuse
大学の安全保障反テロセンターは、政治学との学際的研究所で
ある。
（
78）　
V
ladeck, su
p
ra
 note 14 at 12.
（
79）　
憲
法
修
正
第
四
条
は、
不
合
理
な
捜
索
押
収
か
ら
個
人
が
保
全
さ
れ
る
権
利
を
保
障
し、
個
人
の
領
域
に
介
入
す
る
と
き
は
官
憲
の
令
状
に
基
づ
く
も
の
と
し
て
い
る。
同
五
条
は
大
陪
審
に
よ
る
刑
事
裁
判
を
保
障
し、
法
の
適
正
手
続
を
要
求
す
る。
同
六
条
は、
公
平
か
つ
迅
速
な
公開の陪審審理を受ける権利を保障している。
U
.S. C
O
N
ST. am
end. IV, V, V
I.
（
80）　
V
ladeck, su
p
ra
 note 14 at 13-14.
（
81）　「
安
全
保
障
法
は、
よ
か
れ
あ
し
か
れ
成
長
産
業（
grow
th industry ）
で
あ
る。
ほ
と
ん
ど
の
専
門
家
は、
国
際
及
び
国
内
の
テ
ロ
の
問
題
は少なくとも世代とともにあると予見する」
。
B
anks, su
p
ra
 note 13 at 41.
（
82）　
概観書として、
M
A
R
T
IN J. A
L
P
E
R
E
N, F
O
U
N
D
A
T
IO
N
S O
F H
O
M
E
L
A
N
D S
E
C
U
R
IT
Y L
A
W
 A
N
D P
O
L
IC
Y(2011).
（
83）　
テ
ロ
被
疑
者
は
ア
メ
リ
カ
市
民
も
含
め
て
G グアンタナモuantanam
o
に
収
用
さ
れ、
軍
事
委
員
会（
M
ilitary C
om
m
ission ）
で
裁
か
れ
る
が、
そ
こ
に
適
正
手
続
の
保
障
は
及
ぶ
と
さ
れ
た。
H
am
dan v. R
um
sfeld, 548 U
.S. 557(2006).　
S
ee also, H
am
di v. R
um
sfeld, 542 U
.S. 
507(2004).
（
84）　
E
rw
in C
hem
erinsky, T
h
e C
on
stitu
tion
 a
n
d
 N
a
tion
a
l S
ecu
rity, 25 T
O
U
R
O L
. R
E
V. 577(2009).
（
85）　
P
iet H
ein van K
em
pen, F
ou
r C
on
cep
ts of S
ecu
rity: A
 H
u
m
a
n
 R
igh
ts P
ersp
ective, 13 H
U
M
.  R
T
S L
. R
E
V 1(2013).
（
86）　
D
YC
U
S E
T A
L
S, su
p
ra
 note 1 at 1.　
最高裁の次の言葉を引用している。
「国防というこの概念は、それ自体目的とみなしえ
ず、
そ
う
し
た
目
的
を
促
進
さ
せ
る
の
を
も
く
ろ
ん
だ
立
法
権
の
行
使
を
正
当
化
す
る。
国
防
に
黙
示
さ
れ
て
い
る
の
は、
こ
の
国
家
を
ば
ら
ば
ら
に
す
る
価
値
と
思
想
を
阻
止
す
る
と
い
う
考
え
で
あ
る。
約
二
世
紀
も
の
間、
わ
れ
わ
れ
の
国
は
そ
の
憲
法
に
神
聖
な
も
の
と
さ
れ
た
民
主
主
義
思
想
に
単
一
の
誇
り
を
持
っ
て
い
る。
…
国
防
の
名
の
も
と
に、
こ
の
国
の
防
衛
を
価
値
あ
ら
し
め
る
…
そ
う
し
た
自
由
の
一
つ
で
も
三二六
転覆を認めるようなら、皮肉以外の何ものでもなかろう」
。
U
.S. v. R
obel, 389 U
.S. 258, 264(1968).
（
87）　
M
O
O
R
E A
N
D T
U
R
N
E
R, su
p
ra
 note 51 at xxxviii.
（
88）　
D
YC
U
S E
T A
L
S, su
p
ra
 n
ote 1 at 35.
（
89）　
M
O
O
R
E
 A
N
D T
U
R
N
E
R, su
p
ra
 note 51 at xxxvii.
（
90）　
M
ichael J. G
lennon, Tea
ch
in
g N
a
tion
a
l S
ecu
rity L
a
w
, 55 J.L
E
G
A
L E
D
U. 49, 49(2005).
（
91）　
T
H
O
M
A
S M
. F
R
A
N
C
K, M
IC
H
A
E
L J. G
L
E
N
N
O
N, A
N
D S
E
A
N D
. M
U
R
P
H
Y, F
O
R
E
IG
N R
E
L
A
T
IO
N
S A
N
D N
A
T
IO
N
A
L S
E
C
U
R
IT
Y L
A
W
 (3
rd  2008).　
F
ranck
の死後に出された第四版（二〇一二年）では、第二章が慣習国際法、第七章が司法権、と表題を変更している。
（
92）　
Jonathan Z
asloff, L
a
w
 a
n
d
 th
e S
h
a
p
in
g of A
m
erica
n
 F
oreign
 P
olicy: F
rom
 th
e G
ild
ed
 A
ge to th
e N
ew
 E
ra
, 78 N
.Y.U
. L
. 
R
E
V. 239(2003).
（
93）　
憲
法
は
外
交
関
係
に
つ
い
て
規
定
す
る
部
分
が
少
な
く、
憲
法
学
の
関
心
は
や
は
り
国
内
事
象
に
あ
る
の
で、
こ
の
分
野
で
の
憲
法
学
的
分
析
に
は
関
心
は
な
か
っ
た
と
い
う。
そ
の
背
景
に
は、
ブ
ラ
ド
レ
ー
が
い
う
よ
う
に、
二
〇
世
紀
型
外
国
関
係
法
モ
デ
ル、
つ
ま
り
C
urtis-
W
right 判
決
で
決
着
さ
れ
た
よ
う
に、
そ
れ
が
連
邦
政
府
の、
し
か
も
執
行
権
の
専
権
分
野
で
あ
る
と
の
判
断
は
大
き
い。
こ
れ
が
次
第
に
反
省され、憲法あるいはコモンロー的分析が重要となってきている。
E
dw
ard G
. W
hite, O
bserva
tion
s on
 th
e Tu
rn
in
g of F
or-
eign
 A
ffa
irs Ju
risp
ru
d
en
ce S
ym
p
osiu
m
 - P
a
rt I: H
istory of F
oreign
 A
ffa
irs L
a
w
,  70 U
. C
O
L
O. L
. R
E
V. 1109(1999); C
urtis 
A
. B
radley, N
ew
 A
m
erica
n
 F
oreign
 A
ffa
irs L
a
w
, A
 S
ym
p
osiu
m
 O
verview
, 70 U
.C
O
L
O. L
. R
E
V. 1089(1999).
（
94）　
B
R
A
D
L
E
Y A
N
D G
O
L
D
SM
IT
H, su
p
ra
 note 19.
（
95）　
https://w
ebspace.utexas.edu/rm
c2289/N
SL
/Index.htm
　
二
〇
一
二
年
の
シ
ラ
バ
ス
で
ダ
イ
ク
ス
ら
の
ケ
ー
ス
ブ
ッ
ク
を
テ
キ
ス
ト
に
している。なお
C
hesney
は「安全保障と裁判所の役割」と「テロリズム
：歴史、法、政策」のセミナーも講義している。
（
96）　
P
A
U
L R
O
SE
N
Z
W
E
IG, T
IM
O
T
H
Y J. M
CN
U
LT
Y A
N
D E
L
L
E
N S
H
E
A
R
E
R, E
D
S., N
A
T
IO
N
A
L S
E
C
U
R
IT
Y L
A
W
 IN T
H
E N
E
W
S: A
 G
U
ID
E F
O
R J
O
U
R
N
A
L
IST
S, 
S
C
H
O
L
A
R
S, A
N
D P
O
L
IC
YM
A
K
E
R
S (2012).
（
97）　
A
M
E
R
IC
A
N B
A
R A
SSO
C
IA
T
IO
N S
T
A
N
D
IN
G C
O
M
M
IT
T
E
E O
N L
A
W
 A
N
D N
A
T
IO
N
A
L S
E
C
U
R
IT
Y, P
A
T
R
IO
T D
E
B
A
T
E: C
O
N
T
E
M
P
O
R
A
R
Y I SSU
E
S IN N
A
-
T
IO
N
A
L S
E
C
U
R
IT
Y L
A
W
 (2012).
（
98）　
四
つ
の
部
会
を
設
け
て
い
る。
第
一
が「
安
全
保
障
プ
ロ
セ
ス
」、
第
二
が「
国
防
省
の
安
全
保
障
法
部
局
を
作
る
」、
第
三
が「
戦
争
指
揮
系統における法律家」
、第四が「安全保障プロセスでの法律家の役割を教える」
。
（
99）　
A
M
E
R
IC
A
N B
A
R A
SSO
C
IA
T
IO
N, S
T
A
N
D
IN
G C
O
M
M
IT
T
E
E O
N L
A
W
 A
N
D N
A
T
IO
N
A
L S
E
C
U
IR
T
Y, P
A
T
R
IO
T
S D
E
B
A
T
E: C
O
N
T
E
M
P
O
R
A
R
Y I SSU
E
S IN N
A
-
T
IO
N
A
L S
E
C
U
R
IT
Y L
A
W
(2012).
三二七
アメリカの安全保障法学の体系―安全保障法学構築のための予備的考察

（都法五十五
-
二）
（
100）　
そ
の
法
的
問
題
に
つ
い
て
は、
富
井
幸
雄「
T
argeted K
illing
の
合
憲
性（
上
）（
下
）」
法
学
会
雑
誌
五
四
巻
一
号、
二
〇
一
三
年、
五
四
巻
二
号、
二
〇
一
四
年、
参
照。
な
お
安
全
保
障
請
求
状
に
つ
い
て
は、
同「
Ｆ
Ｂ
Ｉ
の
安
全
保
障
請
求
状（
N
ational Security L
etters ）」
同五五巻一号、二〇一四年、参照。
（
101）　
そ
の
意
味
で、
安
全
保
障
法
学
者
は
安
全
保
障
の
事
案
と
し
て
別
の
法
分
野
で
あ
る
と
正
当
化
す
る
の
を
検
討
す
る
の
に
よ
り
多
く
の
時
間
を
割
く
こ
と
と
な
ろ
う
と
い
う。
V
ladeck, su
p
ra
 note 14 at 17.　「「
戦
争
の
研
究
は
戦
争
の
生
産
物
で
あ
る
」
な
ら、
安
全
保
障
法
の
領
域
の
限
界
は、
安
全
保
障
法
実
務
家
と
教
員
の
今
や
公
認
の
成
長
す
る
組
織
の
助
け
を
受
け
て、
事
象
に
よ
っ
て
主
に
設
定
さ
れ
続
け
る
こ
と
で
あ
ろ
う。
安
全
保
障
法
の
領
域
は
歴
然
と（
distinctively ）
現
れ
た。
し
か
し、
わ
れ
わ
れ
の
安
全
保
障
に
新
た
な
挑
戦
が
お
こ
る
た
び
に
変化し続けるのも確かである」
。
D
YC
U
S E
T A
L
S, su
p
ra
 note 1 at 39.
（
102）　
この議論を試みたのが、富井、前掲（
7）書、特に第二章。
（
103）　
前掲注（
101）。
（
104）　
安
全
保
障
法
律
家（
N
ational Security L
aw
yer ）
は
定
着
し
て
い
る。
大
統
領
を
は
じ
め
安
全
保
障
機
関
に
は
主
に
助
言
者
と
し
て
法
律
家
が
お
り、
彼
ら
の
役
割
が
重
視
さ
れ
て
い
る。
M
O
O
R
E A
N
D T
U
R
N
E
R, su
p
ra
 note 51 at 928-933; B
A
K
E
R, su
p
ra
 note 39 at 307-325.　
安
全
保
障
法
学
の
成
立
が
先
か
安
全
保
障
法
律
家
の
醸
成
が
先
か
は
不
明
で
あ
る
が、
こ
う
し
た
専
門
家
集
団
が
出
現
し
有
用
性
が
高
ま
っ
た
ことは、アメリカの安全保障法学 発展に大きく寄与している。
（
105）　
John F
abian W
itt, L
a
w
 a
n
d
 W
a
r in
 A
m
erica
n
 H
istory, A
M
. H
IS. R
E
V, June 2010, at 768.
（
106）　
1 W
. W
IN
T
H
R
O
P, M
IL
IT
A
R
Y L
A
W
 1(1886). S
ee also, D
A
N
IE
L W
A
L
K
E
R, M
IL
IT
A
R
Y L
A
W
 1(1956).　
いわく、
「軍法とは一般に、軍隊の
組
織、
統
治、
規
律
を
規
定
し
た
公
法
の
一
部
と
し
て
定
義
さ
れ
る。
そ
れ
は
平
時
戦
時
と
も
に
適
用
さ
れ、
…
実
際
に
は、
軍
隊
の
管
理
と
行動の両方を支配する法の総体である」
。
（
107）　
Id
. at 4, 41.
（
108）　
O
rde F. K
ittrie, L
a
w
fa
re a
n
d
 U
.S
. N
a
tion
a
l S
ecu
rity, 43 C
A
SE W
. R
E
S. J. I N
T
'L
 L
. 393. law
fare
の概念は、テロリストやその
ス
ポ
ン
サ
ー
国
家
な
ど
の
ア
メ
リ
カ
の
敵
が
な
し
た
特
異
な
活
動
と、
ア
メ
リ
カ
の
安
全
保
障
の
目
的
を
遂
行
す
る
た
め
の
ア
メ
リ
カ
の
活
動
の両方を記すのに、とても有益である。
Id
. at 395.
（
109）　
C
harles J. D
unlop, Jr., L
a
w
fa
re Tod
a
y, 3 Y
A
L
E J. I N
T
’L A
F
F. 146, 146-148(2008).　「敵に対する公的雄叫びをあげさせんがた
め
に
メ
デ
ィ
ア
と
法
制
度
を
使
用
し、
誤
使
用
し、
あ
る
い
は
濫
用
す
る
こ
と
で
敵
を
殲
滅
せ
ん
と
す
る
武
器
で
あ
る
」。
Susan W
. 
T
iefenbrun, S
em
iotic D
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あ
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鮮
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く
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文
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さ
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憲
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デ
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さ
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憲
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よ
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も
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抜
さ
れ
る
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そ
し
て
政
府
の
行
為
の
前
に
い
か
な
る
手
続
が
適
正
な
の
か。
手
続
は・・・
価
値
中
立
的
な
術
語
で
あ
る。
そ
れ
は
決
定
が
な
さ
れ
る、
あ
る
い
は
な
さ
れ
な
い
や
り
か
た
を
記
述
す
る
の
で
あ
っ
て、
そ
れ
が
効
率
的
に
思
慮
深
く、
あ
る
い
は
効
果
的
な
や
り
方
三二九
アメリカの安全保障法学の体系―安全保障法学構築のための予備的考察

（都法五十五
-
二）
でなされたかではない。しかるに、手続が安全保障を促進させることもできれば、阻害することもできる」
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外
交
や
防
衛
は
実
際
に
は
法
律
を
執
行
し
て
い
る
よ
う
に
は
み
ら
れ
ず、
大
統
領
が
専
権
的
に
処
理
し
て
い
る
よ
う
に
見
え
る。
し
か
し、
そ
う
し
た
大
統
領
権
限
が
な
ぜ
正
当
化
さ
れ
る
の
か
は、
憲
法
や
立
法
を
根
拠
と
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い。
そ
の
意
味
で
羈
束
さ
れ
て
い
る
と
表現
して
いる。
大統
領が
議会
の承
認な
く軍
隊を
出せ
るか
は、憲
法や
制定
法の
問題
とな
るの
であ
り、安
全保
障の
問題
とな
る。
ま
た
ア
メ
リ
カ
が
対
外
的
武
力
行
使
を
行
え
る
か
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衛
権
に
相
当
す
る
か
の
解
釈
で
あ
り、
国
際
法
上
の
議
論
と
な
る。
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稿
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み
た
よ
う
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は
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な
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と
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い
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だ
き
た
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行
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律
家
が
取
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き、
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ら
が
執
行
権
の
行
動
の
法
的
根
拠
を
明
確
に
す
る
責
務
を
負
っ
て
い
る。
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